
【生産性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等】
○ 介護テクノロジー導入支援事業（仮称）（地域医療介護総合確保基金） ・42
○ 介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金） ・・・・・43
○ 介護ロボット開発等加速化事業・・・・・・・・・・・・・・・・45
○ ケアプランデータ連携システム構築事業・・・・・・・・・・・・46
○ 介護事業所における生産性向上推進事業・・・・・・・・・・・・47

４.認知症施策の総合的な推進

【市町村における取組の推進】
○ 認知症に係る地域支援事業の推進・・・・・・・・・・・・・・・49
○ 地域包括支援センター等におけるICT等導入支援事業 ・・・・・・50

【都道府県等による広域的な取組の推進】 ・・・・・・・・・・・・・・51
【国による普及啓発】

○ 認知症理解のための普及啓発等・・・・・・・・・・・・・・・・55
○ 大阪・関西万博における認知症に関する情報発信事業・・・・・・56

【成年後見制度の利用促進・権利擁護支援の推進】 ・・・・・・・・・・57
【認知症研究の推進】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・61

５．介護人材の確保支援、介護サービス提供体制の整備、防災・減災対策の推進

【介護人材の確保】

○ 地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分） ・・・・・・62
○ 介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業 ・・・・・・・・・66

【介護サービス提供体制の整備】

○ 地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分） ・・・・・・67

【防災・減災対策の推進】

○ 介護施設等における防災・減災対策の推進 ・・・・・・・・・・68

６． その他

○ 老人保健健康増進等事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・69

○ 高齢者虐待への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70
○ 感染症等の拡大防止等に係る介護事業所・施設等に対する研修等支援
○ 高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業 ・・・・・・・71

Ⅱ 令和６年度概算要求の主要事項（復興特別会計）
○ 避難指示区域等での介護保険制度の特別措置 ・・・・・・・・・73

○ 医療・介護保険料等の収納対策等支援 ・・・・・・・・・・・・75

○ 被災地における介護サービス提供体制の確保 ・・・・・・・・・76

○ 介護等のサポート拠点に対する支援
（被災者支援総合交付金（復興庁所管）による支援） ・・・・・・77

令和６年度概算要求の概要（老健局）の参考資料

Ｉ 令和６年度概算要求の主要事項（一般会計）
１．介護保険制度による介護サービスの確保等

○ 介護保険制度による介護サービスの確保・・・・・・・・・・・・・２

○ 介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置・・・・・・・・・・・３

２．地域包括ケアシステムの推進

【地域支援事業の推進と市町村支援】

○ 地域支援事業の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６

○ 地域づくり加速化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７
【保険者機能の強化、介護予防の取組】

○ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセンティブの推進・・８
○ 保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の横展開・・・・・・10
○ 大規模実証事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

【生涯現役社会の実現に向けた環境の整備等】
○ 在宅福祉事業費補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16
○ 高齢者福祉推進事業費補助金（全国健康福祉祭（ねんりんピック））・・・ 17
○ 高齢者生きがい活動促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・18

【在宅医療・介護連携の推進】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19
【その他】

○ 高齢者住まい・生活支援伴走支援事業・・・・・・・・・・・・・・21
○ 離島等サービス確保対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・22

３．介護分野におけるＤＸの推進・科学的介護・生産性向上の取組を通じた介護サー
ビスの質の向上等

【在宅医療・介護連携の推進】
○ 介護関連データ利活用に係る基盤構築事業・・・・・・・・・・・・23
○ 科学的介護情報システム（LIFE）の改修・運用 ・・・・・・・・・24
○ 科学的介護に向けた質の向上支援等事業・・・・・・・・・・・・・26
○ 介護サービス情報公表システム整備等事業・・・・・・・・・・・・27
○ 介護保険制度改正等に伴うシステム改修・・・・・・・・・・・・・30
○ 介護保険システムの標準化に向けた標準的仕様書作成等業務
委託事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31                             

○ 介護保険資格確認等WEBサービス・・・・・・ ・・・・・・・・・32 
○ 介護DX関係工程管理支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
○ 介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム

国家資格等情報連携・活用システムへの業務移行等事業 ・・・・・・34



２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

介護給付費負担金
老健局介護保険計画課（内線2264）

令和６年度概算要求額 2兆4,178億円（2兆3,576億円）※（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、保険者に対し、介護給付及び予防給付に要する費用の負担を行う。

【事業の概要】
保険者に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に

要する費用の負担を行う。

実施主体：保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合：右図の通り

事業実績：交付先1,571保険者（令和４年度）

厚生労働省

（負担）
・施設等給付費15％
・その他20％

【事業スキーム】

保険者

【事業イメージ】
調整交付金

平均５％

国庫負担金※1

市町村負担金

27％

第１号被保険者の
保険料※2

平均23％

12.5％

20％

12.5％

第２号被保険者の
保険料

都道府県負担金※1

※1 施設等給付費（都道府県知事が指定権限を有する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護医療院、介護療養型医療施設及び特定施設に係る給付費）は国15％、都道府県17．5％

※2 低所得者の第一号保険料軽減措置分を除く

※令和６年度介護報酬改定等による財政影響については、予算編成過程で検討
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置
老健局介護保険計画課（内線2264）

令和６年度概算要求額 786億円（786億円）※（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、保険者に対し、低所得者の第一号介護保険料の負担軽減を目的とした介護保険特別会計への繰り入れ事業に対する負担を行う。

【事業の概要】
介護保険の第１号保険料について、給付費の５割の公費と

は別枠で公費を投入し低所得の高齢者の保険料の軽減を実施

実施主体：保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合：国１／２ 都道府県１／４ 市町村１／４

事業実績：交付先1,571保険者（令和４年度）

厚生労働省

（負担）
・低所得高齢者の保険料軽減に
必要な費用の50％

【事業スキーム】

保険者

【事業イメージ】

※1 施設等給付費（都道府県知事が指定権限を有する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護医療院、介護療養型医療施設及び特定施設に係る給付費）は国15％、都道府県17．5％

調整交付金
平均５%

27％

第２号被保険者の
保険料

国庫負担金
20％(※１）

都道府県負担金
12.5％（※１）

市町村負担金
12.5％

第１号被保険者の保険料
（平均23％）
※上記の一部を公費で負担

※介護保険制度の見直しによる財政影響については、予算編成過程で検討
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市町村民税 本人が課税
市町村民税 本人が非課税、

世帯に課税者がいる

（65歳以上全体の約３割）

（保険料
基準額×）

0.5

0.75

1.0
1.2

1.5
（65歳以上全体の約７割）

0.3

0.7

収入

市町村民税
世帯全員が非課税

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.5 → 0.45

※公費負担割合

国1/2

都道府県1/4

市町村1/4

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.45 → 0.3

第２段階 0.75 → 0.5

第３段階 0.75 → 0.7

0.45

0.9

1.3

1.7

※具体的軽減幅は各割合の範囲内で市町村が条例で規定

①一部実施（平成27年４月）
市町村民税非課税世帯のうち 特に所得の低い者を対象
（65歳以上の約２割）

②完全実施（令和元年10月）
市町村民税非課税世帯全体を対象として完全実施（65歳以上の約３割）

609万人 296万人 271万人
※被保険者数は「令和２年度介護保険事業状況報告」

446万人 480万人 521万人 463万人 238万人 255万人

6,014円／月

（第８期(R3～R5)

の全国平均額）

①

②

②
②

第6段階
市町村民税
課税かつ合
計所得金額
120万円未満

第7段階
市町村民税
課税かつ合
計所得金額
120万円以上
210万円未満

第8段階
市町村民税
課税かつ合
計所得金額
210万円以上
320万円未満

第9段階
市町村民税
課税かつ合
計所得金額
320万円以上

第1段階
生活保護被保護者
世帯全員が市町村民税非課税の老
齢福祉年金受給者
世帯全員が市町村民税非課税かつ
本人年金収入等80万円以下

第2段階
世帯全員が市町
村民税非課税か
つ本人年金収入
等80万円超
120万円以下

第3段階
世帯全員が市
町村民税非課
税かつ本人年
金収入等
120万円超

第4段階
本人が市町村民税
非課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本人年金収入等
80万円以下

第5段階
本人が市町村民税
非課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本人年金収入等
80万円超

第1段階

第
2

段
階

第
3

段
階

第4段階 第6段階第5段階 第7段階
第8
段階

第9
段階

介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置
令和６年度概算要求案

1,572億円（公費）、うち国費786億円

介護保険の第１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し低所得の高齢者の保険料の軽減を実施
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２ 事業スキーム

１ 事業の目的

介護給付費財政調整交付金
老健局介護保険計画課（内線2263）

令和６年度概算要求額 6,563億円（6,400億円）※（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、介護給付及び予防給付に要する費用の５％を総額として、各保険者（市町村）間における介護保険の財政調整を行うもの。

← →
後期高齢者が少ない 後期高齢者が多い
低所得者の割合が低い 低所得者の割合が高い

５％水準

調整交付金
平均５％

国庫負担金

市町村負担金

27％

第１号被保険者の
保険料※2

平均23％

12.5％

20％

12.5％
第２号被保険者の
保険料

都道府県負担金

調整交付金
＜総額で給付費の５％＞

厚生労働省

【事業スキーム】

保険者

【事業の概要】
介護給付及び予防給付に要する費用の５％を総額として、

各保険者（市町村）間における介護保険の財政調整を行う。

実施主体：保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合：右図の通り

事業実績：交付先1,571保険者（令和４年度）

（交付）
・介護給付及び予防給付に
要する費用の５％

※令和６年度介護報酬改定等による財政影響については、予算編成過程で検討
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政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画において
地域支援事業の内容・事業費を定めることとなっている。

【事業費の上限】
① 介護予防・日常生活支援総合事業
「事業移行前年度実績」×「75歳以上高齢者の伸び率」
※ 災害その他特別な事情がある場合は、個別協議を行うことが可能

② 包括的支援事業・任意事業
「26年度の介護給付費の２％」×「65歳以上高齢者の伸び率」

３ 実施主体・事業内容等

２ 事業費・財源構成

地域包括ケアシステムの実現に向けて、
高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、
配食・見守り等の生活支援体制の整備、
在宅生活を支える医療と介護の連携及び
認知症の方への支援の仕組み等を一体的に
推進しながら、高齢者を地域で支えていく
体制を構築する。

１ 事業の目的

地域支援事業（地域支援事業交付金・重層的支援体制整備事業交付金） 老健局
認知症施策・地域介護推進課（3986）

令和６年度概算要求額 1,933億円（1,933億円）※（）内は前年度当初予算額

咲かそう、地域包括ケアの花！

事業費

財源構成

① 介護予防・日常生活支援総合事業
１号保険料、２号保険料と公費で構成
（介護給付費の構成と同じ）

② 包括的支援事業・任意事業
１号保険料と公費で構成
（２号は負担せず、公費で賄う）

① ②

国 25% 38.5%

都道府県 12.5% 19.25%

市町村 12.5% 19.25%

１号保険料 23% 23%

２号保険料 27% －

実施主体

事業内容

市町村

高齢者のニーズや生活実態等に基づいて総合的な判断を
行い、高齢者に対し、自立した日常生活を営むことが
できるよう、継続的かつ総合的にサービスを提供する。

① 介護予防・日常生活支援総合事業

要支援者等の支援のため、介護サービス事業所のほかNPO、協同組合、社
会福祉法人、ボランティア等の多様な主体による地域の支え合い体制を構築
する。あわせて、住民主体の活動等を通じた高齢者の社会参加・介護予防の
取組を推進する。

ア 介護予防・生活支援サービス事業
訪問型サービス、通所型サービス、その他生活支援サービス、
介護予防ケアマネジメント

イ 一般介護予防事業
介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、
一般介護予防事業評価事業、地域リハビリテーション活動支援事業

② 包括的支援事業

地域における包括的な相談及び支援体制や在宅と介護の連携体制、認知症
高齢者への支援体制等の構築を行う。

ア 地域包括支援センターの運営
介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務、
包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

イ 社会保障の充実
在宅医療・介護連携の推進、生活支援の充実・強化、認知症施策の推進、
地域ケア会議の開催

③ 任意事業

地域の実情に応じて必要な取組を実施。

介護給付費等費用適正化事業、家族介護支援事業 等

令和４年度予算額 ：1,928億円
交付決定額：1,759億円（執行率91.3％）
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国

支援
チーム

１．地域包括ケアの推進を図るため、以下の事業により市町村を支援する。

① 地方厚生(支)局主導による支援パッケージを活用した伴走的支援の実施（全国32か所）
・地方厚生(支)局・都道府県と連携し、市町村を支援する地域の有識者･実践者の支援スキル向上に資する研修を
併せて実施【拡充】

② 自治体向け研修の実施（各地方厚生(支)局ブロックごと）

③ 支援パッケージ(注)の改訂など地域づくりに資するツールの充実
（注）市町村等が地域包括ケアを進める際に生じる様々な課題を解決するための実施方法やポイントをまとめたもの。

２．全国の生活支援コーディネーターや協議体等がつながるためのプラットフォーム（PF)を構築【新規】

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

地域づくり加速化事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3982）

令和６年度概算要求額 １.0億円（ 1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】

⚫ 国から民間事業者へ

委託

【補助率】

⚫ 国10/10

（実績）

令和４年度伴走支援を

行った自治体 24自治体

国
受託事業者
（シンクタ
ンク等）

＜事業イメージ＞

３ 実施主体等

⚫ 団塊世代（1947～1949年生）が全員75歳以上を迎える2025年に向けて地域包括ケアシステムの構築を図るため、市町村の地域づくり促進のた
めの支援パターンに応じた支援パッケージを活用し、①有識者による市町村向け研修（全国・ブロック別）や②個別協議を実施しているなど総合事
業の実施に課題を抱える市町村への伴走的支援の実施等を行ってきたところ。

⚫ 令和６年度においては、引き続き伴走的支援の実施を図りつつ、以下の内容の充実を図る。
①今後、こうした伴走的支援を地域に根差した形で展開していくため、全国８か所の地方厚生(支)局主導による支援対象を拡充するとともに地域で
活動するアドバイザーを養成するなど、地域レベルでの取組を一層促進していく。

②また、令和４年12月の介護保険部会意見書で、第９期計画期間を通じて総合事業の充実に集中的に取り組むことが適当であり、その際、地域の受
け皿整備のため、生活支援体制整備事業を一層促進することとされていることを踏まえ、第９期を見据え、生活支援体制整備事業を更に促進する
ためのプラットフォームの構築（全国シンポジウムの開催含む）を図る。

受託事業者

厚 生
労働省

地方厚生
(支)局

有識者・
実践者

市
町
村

伴走的支援連 携

委
託

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修

都道府県

支援パッケージ

ブロック別研修

受託事業者

厚 生
労働省

委
託

生活支援体制
整備事業促進
PF(ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ)

全国の生活支援
コーディネーター等

がつながる場

活性化
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令和６年度概算要求額 （一般財源） 135億円（150億円）
（消費税財源）200億円（200億円）

○ 各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村支援の取組に対し、評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じ
て、交付金を交付する。
※ 介護保険保険者努力支援交付金（消費税財源）は、上記の取組の中でも介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業（包括的・継続

的ケアマネジメント支援事業、在宅医療介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業）に使途範囲を限定。

【実施主体】
都道府県、市町村

【交付金の配分に係る主な評価指標】
①PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化 ④介護予防の推進
②ケアマネジメントの質の向上 ⑤介護給付適正化事業の推進
③多職種連携による地域ケア会議の活性化 ⑥要介護状態の維持・改善の度合い

【交付金の活用方法】
＜都道府県分＞

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する各種事業（市町村に対する研修事業、リハビリ専門職等の派遣事業等）の事業
費に充当。

＜市町村分＞
国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、介護保険特別会計に充当し、地域支援事業、市町村特別給付、保健福祉

事業など、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等に必要な事業を充実。

【補助率・単価】
定額（国が定める評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、交付金を配分）

【負担割合】
国10/10

２ 事業スキーム・実施主体等

○ 平成29年の地域包括ケア強化法の成立を踏まえ、客観的な指標による評価結果に基づく財政的インセンティブとして、平成30年度
より、保険者機能強化推進交付金を創設し、保険者（市町村）による高齢者の自立支援、重度化防止の取組や、都道府県による保険者
支援の取組を推進。令和２年度からは、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資
する取組を重点的に評価することにより、これらの取組を強化。

○ 令和５年度においては、秋の行政事業レビューや予算執行調査などの結果を踏まえ、アウトカム指標に関連するアウトプット・中間
アウトカム指標の充実や、評価指標の縮減等の見直しを進めつつ、保険者機能強化の一層の推進を図る。

〈交付金を活用した保険者機能の強化のイメージ〉

【事業実績】
交付先47都道府県及び1 ,571保険者（令和４年度）

１ 事業の目的

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金
老健局介護保険計画課（内線2161）
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アウトカム指標配分枠

※ 要介護認定率等のアウトカム指標の評価得点結
果に応じて追加配分。

保険者機能強化推進枠

※ 前年度に続き上位に位置する得点を獲得した自
治体等保険者機能強化に成果を出している自治体
に対して追加配分。

○実施主体：都道府県又は市町村

＜都道府県分＞

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する各種事業（市町村に
対する研修事業や、リハビリ専門職等の派遣事業等）の事業費に充当。

＜市町村分＞

国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、介護保険特
別会計に充当し、自立支援・重度化防止、介護予防等の取組に活用。

○補助率・単価：定額

○負担割合：国１０／１０

○配分方法：国が定める評価指標の達成状況（評価指標の総合得
点）に応じて、交付金を配分。

【主な指標】
①ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化 ④介護予防の推進

②ケアマネジメントの質の向上 ⑤介護給付適正化事業の推進

③多職種連携による地域ケア会議の活性化 ⑥要介護状態の維持・改善の度合い

３ 実施主体等２ 見直しの内容

○ 保険者機能強化推進交付金等については、令和５年度に、秋の行政事業レビューや予算執行調査などの結果を踏まえ、アウトカム指
標に関連するアウトプット・中間アウトカム指標の充実や、評価指標の重点化・縮減等の見直し行う予定。

○ 令和６年度においては、こうした見直しに加え、交付金の配分に当たって、保険者機能強化に取り組む自治体に対するインセンティ
ブを一層強化し、メリハリの効いた交付金配分を行う観点から、要介護認定率の改善等アウトカムの状況が上位に位置する自治体や、
評価得点が複数年にわたり上位に位置する自治体など、一定の要件に該当する自治体に対し、追加的な配分を行う枠組みを新たに創設
することとし、当該配分に必要な予算（全体予算の１割程度）を推進枠として要求する。

１ 事業の目的

保険者機能強化推進交付金等の見直し
老健局介護保険計画課（内線2161）

令和６年度概算要求額 15億円（０億円）※ 保険者機能強化推進交付金については、要求枠において別途135億円を要求。

基本分

135億円

※ 従来どお
り、評価得点
の合計点に、
第１号被保険
者の規模を加
味して配分。

令和６年度から創設 15億円（推進枠）

保険者機能強化に対するインセンティブ強化
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○高齢化が進展する中で、各市町村においては高齢者の地域における
自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態の軽減や悪化の防
止に係る体制を整備することが重要であり、国が保険者機能強化の
ための都道府県が行う市町村支援のための中央研修を行う。

○保険者がこうした取組を進めるに当たっては、医療・介護関係者は
もとより地域住民や地域の多様な主体との連携が重要となるが、こ
うした取組の下支えとなる生活支援体制整備事業の一層の促進が求
められる一方で、現状、現場では様々な課題を感じている。

○このため、平成29年度から実施している｢保険者機能強化中央研修｣
について、令和６年度は、都道府県が、市町村や生活支援コーディ
ネーター（SC）に対する支援を通じた保険者機能強化のための支援
を行うことに重点化する。

１ 事業の目的

保険者機能強化中央研修 ～生活支援体制整備事業の更なる発展に向けて～
老健局
認知症施策・地域介護推進課（3986）

令和６年度概算要求額 ８百万円（８百万円）※（）内は前年度当初予算額

３ 事業内容等

事業内容

２ 事業創設の背景

○生活支援体制整備事業について、保険者・SCが感じている主な課題
は以下のとおり。

令和４年度予算額 ：８百万円
交付決定額：８百万円（執行率100.0％）

市町村 ・ 生活支援体制整備の方針を策定することが難しい。
・ 整備の方針を、ＳＣをはじめとした関係者と共有できていない。
・ ＳＣに対して、活動目的や内容を明示できていない。
・ ＳＣの活動に係る先進事例等の情報が提供できていない。
・ 整備状況やＳＣの活動に対する評価を行うことができていない。

ＳＣ ・ 活動の成果は何か、活動がどう評価されているのかわからない。
・ 他のＳＣ等との横のつながりがなく、活動に孤独を感じる。
・ 体制整備のために、何から取り組めばいいのかわからない。
・ 介護予防や生活支援に資する地域活動を創出したり、その担い手を探したり養成
したりすることが難しい。

○地域包括ケアシステムの基盤となる生活支援体制整備事業の充実に
向け、都道府県がその内容を理解し、適切な役割を担うとともに、
保険者やSCが感じる課題解決に向けた支援を行うことが期待される。

都道府県が地域包括ケアシステムの深化・推進のための生活支援体制
整備事業をはじめとする関係施策の意義・目的を理解するとともに、
管内の保険者やSCとの意識の共有のもとでの共創を推進するため、都
道府県・管内保険者・ＳＣの３者に対する合同研修を実施する。

都道府県 ・ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた保険者支援の手法
・ 管内の生活支援体制整備の推進に資する都道府県の役割
・ 保険者・SCに対する具体的な支援手法
（例）市町村が整備に向けた課題に気づくことができるよう、必要な視点を提供

する／市町村の実情や思いを理解し、良さや強みを引き出す／市町村の
行動・変化に共感し、後押しする

市町村
・ＳＣ

・ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた基本的な考え方
・ 各地域において、生活支援体制を整備すべき理由とその意義
・ 上記体制を整備するにあたり、ＳＣが果たすべき役割
・ ＳＣが地域で活動する際のプロセスや実際の活動事例
・ 体制整備の一環として行う協議体の構築方法と具体例
・ 体制整備の効果測定やこれを踏まえた事業費算定の方法
・ 他の市町村・ＳＣとの横のつながりづくり

参考：地域における介護予防・生活支援体制整備

市町村

ＳＣ

協議体

地域において介護予防・生活支援に資する活動等を
実施している団体等の参画を想定。

（例）ＮＰＯ法人、民間企業、協同組合、ボランティア、
社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、
介護サービス事業所、シルバー人材センター、老人クラブ etc・・・

（例）ＮＰＯ法人、民間企業、協同組合、ボランティア、
社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、
介護サービス事業所、シルバー人材センター、老人クラブ 等

市町村・ＳＣ・協議体が
一体となって体制整備を推進

研修プログラム（イメージ）

■地域包括ケアシステムの深化・推進に関する都道府県・保険者の役割
■生活支援体制整備事業の意義・目的
■生活支援体制整備事業を活用した地域づくりの推進

都道府県による広域的な調整・支援
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

介護予防活動普及展開事業

令和６年度概算要求額 46百万円（44百万円）※（）内は前年度当初予算額

成果目標

市町村が地域の実情にあわせて介護予防の推進・充実を
図ることを目標とする。

所要額

要介護認定調査委託費：46百万円

事業スキーム

厚生労働省

委託

事業イメージ

新型コロナウイルス感染症流行による外出自粛等の影響を
踏まえつつ、介護予防を推進するための都道府県・市町村
支援と、高齢者やその支援者に向けた広報等の普及啓発を
両輪として進める。

● 自治体における課題解決や
取組の推進に資する伴走型支援

● PDCAサイクルに沿った取組の
推進等に関する研修会の開催
（テーマ：通いの場、ｻｰﾋﾞｽC）

● 先進的な自治体への現地視察
研修の実施

● 都道府県による市町村支援の
方策等を共有し効果的な介護予
防の推進を図るための手引き作
成・都道府県担当者会議の開催

①介護予防の推進のための
都道府県・市町村支援

②高齢者やその支援者向け
普及啓発

● 介護予防普及啓発イベントの
開催

● ホームページ等による情報発信
➢ 新型コロナウイルス感染症の感

染防止や外出自粛等にも配慮し
た効率的・効果的な情報発信

➢ 介護予防の取組事例や、自治体
が作成した体操動画、リーフ
レット等の横展開

➢ HPアクセス解析、保守運用等

・伴走型支援
・研修会
・担当者会議
・普及啓発 等

老健局老人保健課（内線2171、3947）

実施主体

（株式会社等）

● 地域包括ケアシステムを深化・推進し、地域の実情に応じた介護予防の取組を進めていくためには、機能回復訓練など
「高齢者本人へのアプローチ（短期集中予防サービスC等）」とともに、地域づくりなど高齢者本人を取り巻く「環境へ
のアプローチ（通いの場等）」も含めたバランスのとれたアプローチを行うことが重要となる。

● 本事業では、介護予防の推進を図るため、自治体の課題解決や取組の推進に資する伴走型支援や、PDCAサイクルに
沿った通いの場・サービスCの展開に資する研修会等を行う（①）。また、ポストコロナにおいて、通いの場をはじめと
する介護予防の取組を再開・推進するため、本人や支援者向けの普及啓発も強化する（②）。
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(1) 介護予防の推進に関する検討委員会の設置・開催

介護予防の取組を担う関係者、有識者等から構成される検討委員会を設置・開催し、介護予防に係る施策の推進方策や本事業を実施するに当たって必要となる事

項の検討を行う。

(2) 都道府県等担当者会議の実施

都道府県等担当者会議を開催し、都道府県による市町村支援の方策等の共有や、効果的な介護予防の推進を図るための手引き（令和５年度老人保健健康増

進等事業（老人保健事業推進費等補助金）の成果を参照）の作成及び周知を行う。

(3) PDCAサイクルに沿った取組の推進に資する研修会の実施

市町村担当者を対象に、PDCAサイクルに沿った通いの場・サービスC等の取組を推進できるよう、「見える化」システムやKDB等も活用した介護予防に関するデータ収

集・分析等も行いつつ、自治体の課題解決に資する研修会を実施する。

(4) 先進的な自治体への現地視察研修の実施

地域特性に応じた介護予防の取組を推進するため、効果的かつ魅力的な取組を展開している自治体に実際に赴いて学びを深める、現地視察研修を開催する。

(5) 自治体への伴走支援

市町村へ有識者を派遣し、介護予防・日常生活支援総合事業に係る継続的な市町村支援や、介護予防に従事する関係者に対する支援の在り方などについて、個

別に助言・指導を行うことで効果的な伴走的支援を実施する。

(6) 普及啓発の実施

国民への認知度向上や自治体の取組促進への意欲向上にも資するよう、介護予防普及啓発イベントやホームページの運用等を行う。

事業の目的

介護予防の更なる推進のため、介護保険部会等の議論を踏まえ、PDCAサイクルに沿った事業展開となるような実践的な研修会の開催

に加え、更なる取組の強化を図るため、より効果的な手法の検討や普及啓発等を行う。

令和６年度の主な事業内容

【参考】介護予防活動普及展開事業（平成28年度～）

老健局老人保健課（内線2171、3947）
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

・令和２年度より開始された「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施※」について、市町村において取組が実施されるよう、令和５
年度に介護予防推進に向けて介護につながる傷病別に高齢者個人単位の傷病状態や要介護状態等の変化を捉える分析機能をKDBシステムに
搭載する予定である。
（※高齢者の心身の多様な課題に対してきめ細かな支援を実施するため、後期高齢者の保健事業について、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施。）

・そのため、市町村が当該分析機能を活用して事業の企画立案を行い、PDCAサイクルに沿った介護予防の取組を推進できるよう研修会等
を実施する。
・また、医療機関等と連携した介護予防の取組を推進するため、都道府県が医療従事者向けの研修会を開催できるよう支援を行う。

１ 事業の目的

介護予防と保健事業の一体的な取組に関する研修等支援事業

令和６年度概算要求額 ９百万円（－）※（）内は前年度当初予算額

13

都道府県・市町村の支援
① ワーキンググループの開催（②～④の企画、調査等）
② 都道府県に対する、市町村支援及び医療従事者向け研

修会開催のための支援
③ 市町村に対する、KDBシステムの活用に関する研修会

及び事例発表会の開催
④ 全国的な横展開支援 等

実施主体

令和5年度老人保健健康増進等事業の成果を活用
・医療従事者等に対する介護予防の周知に係る課題整理

令和５年度介護関連データ利活用に係る基盤構築事業の成果を活用
・KDBシステムへのデータ分析機能の搭載

国（厚生労働省）

① 医療従事者向け介護予防に関する研修会の開催
② 全国の取組を管内市町村に横展開
③ 個別市町村への支援 等

都道府県

KDBシステムデータ分析機能の活用

⚫ 事業企画立案に関する分析
・介護・医療に関するデータを活用し、地域分析を行い課題に

沿った一般介護予防事業や短期集中サービスC等の事業の企画

立案を簡便に行うことが可能となる

⚫ 市町村のPDCA支援
・ツール等の活用を通したPDCAの推進、効率的な業務改善、

成果指標の抽出等

市町村

成果目標

市町村が地域の実情にあわせた介護予防の推進・

充実を図ることを目標とする。

サポート 市町村が通いの場等を通じて介護予防を推進する。

予算項目

要介護認定調査委託費：９百万円

委託

事業スキーム

老健局老人保健課（内線2171、3947）



２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

大規模実証事業
令和６年度概算要求額 90百万円（90百万円）※（）内は前年度当初予算額

• 「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」において、介護が必要となった主な原因としては、「認知症」「脳血管疾患」が上位となっており、

その予防のためには社会参加等の介護予防の取組と生活習慣病への取組を併せて行う必要性が指摘されている。

• 本事業では、健常な高齢者等に対して、AI・ICT等を活用した介護予防ツール等の介入を実施し、その効果検証等を行う。

• 令和６年度は、実証フィールドでの介入継続及び効果検証を行い、効果的な検証法・エビデンスの確立、エビデンスのある介護予防施策の提案、横展開

を目指す。

成果目標

社会参加と生活習慣病対策を通じた高齢者の健康づく

り・介護予防の手法の検証を行うことにより、効果的

な介護予防サービスの提供が期待できる。

所要額 介護保険事業費補助金 90百万円

実施主体 国立長寿医療研究センター

補助率 10/10

厚生労働省

国立長寿医療

研究センター

補助 ( 1 0 / 1 0 )

●成長戦略実行計画（令和４年６月７日閣議決定）
第４章 中長期の経済財政運営 ２． 持続可能な社会保障制度の構築
政策効果に関する実証事業を着実に実施するなどリハビリテーションを含め予防・重症化予防・健康
づくりを推進する。

・介入
・検査
・データ収集
・分析
・効果検証

実証フィールド:８箇所程度

• 介入群と非介入群の比較等による
介護予防ツール等の効果検証

• 対象者3,596人

老健局老人保健課（内線3947、3683 ）

効果的な検証法・エビデンスの確立

事業スキーム

実証のスケジュール

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
・実証事業全体のスキーム

における位置づけを検討

・実証事業の詳細立案：実
際の取組をベースに取組
等をデザイン

・実証フィールドの選定

※予算事業としては実施せ
ず

・実証フィールドに対し、
介入実証を開始
（１箇所）

・介入実証の横展開に係る
仕組みの構築

・実証フィールドに対する
介入実証の継続

・実証フィールドの増加
（５箇所程度※）

※2020年度より継続の１
箇所と新規4箇所

・実証フィールドに対する
介入実証の継続
（８箇所程度）

・実証フィールドに対する
介入実証の継続及び効果
検証
※中間評価に基づく効果
検証を行う

・実証フィールドに対する
介入実証の効果検証を踏
まえた、効果的な検証
法・エビデンスの確立

※最終評価に基づく効果
検証を行う

・エビデンスのある介護予
防施策の提案、横展開

2024年度

骨太の方針等閣議決定の書きぶり等の備考
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⚫ 令和２年度より実証事業を開始しており、 ８つの市町をフィールドとして

・研究対象者数目標 3,498名に対し、令和４年度に目標の103％（3,596

名）の組み込みが完了した。

・ランダム化比較試験（RCT）にて、介入を30か月継続して実施中。

・組み込み15ヶ月後に中間評価、30ヶ月後に事後評価を行う。

・その後、介護保険情報、医療レセプト情報、死亡転出情報等と合わせ解

析し、2024（令和6）年度に中間取りまとめを行う。

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025

対象者
募集

事前機能
検査

介入実施

中間検査

最終検査

研究まと
め

※グループ分けが決まった者から、順次介入実施

※各対象者について開始から15か月時点で実施

※各対象者について開始から30か月時点で実施

対象者募集・選定フロー （～2023年2月）

スケジュール ※赤枠は本補助事業、介入は2025（令和7）年度まで継続

【参考】大規模実証事業の実証期間と実証イメージ

【案内発送】
● 総数：168,599名
・知多市：16,650名
・高浜市：10,989名
・名古屋市緑区：49,802名
・東浦町：9,563名
・大府市：9,147名
・刈谷市：26,684名
・東海市：23,724名
・半田市：24,292名

【参加同意】
4,539名

【事前検査参加】
3,783名

【RCT割付】
3,596名

【介入群】
1,798名

【対照群】
1,798名

【プライマリー解析】
1,486名

【プライマリー解析】
1,486名

【説明会不参加】
162,670名

【参加同意なし】
1,390名

【事前検査不参加】
756名

【除外】
577名

【介入説明会参加】
5,929名

【案内発送】
・知多市：4,060名

【介入説明会参加】
645名

【介入研究参加同意】
510名

【高齢者機能健診参加】
3,257名

【機能健診未参加】
803名

【説明会不参加】
2,612名

【参加同意なし】
135名

【除外】
120名

【脱落】
（312名）

【脱落】
（312名）
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３ 実施主体等

⚫ 単位老人クラブ

・ 単位老人クラブが行う高齢者の社会参加活動等の各種活動に対する助成

⚫ 市町村老人クラブ連合会

・ 市町村老人クラブが行う老人クラブの活動促進に資する各種取組や若手高齢者の組織化等を強力に

推進していくための各種事業等に対する助成

⚫ 都道府県・指定都市老人クラブ連合会

・ 都道府県・指定都市老人クラブ連合会が行う市町村老人クラブ連合会の活動促進に資する取組や都

道府県全域において、地域の支え合いや若手高齢者の活動支援を推進していくための各種事業に対す

る助成。

⚫ 被災高齢者等把握等事業

・ 被災した在宅高齢者等に対して、介護支援専門員等の職能団体から派遣された専門職により、災害

救助法の適用から概ね３か月以内の間で、集中的に以下のような事業を実施する。
ア 在宅高齢者等への戸別訪問による現状把握の実施 イ 関係支援機関へのつなぎの実施

ウ 専門的な生活支援等の助言の実施 エ その他被災者の状態悪化の防止を図るため必要と認めた事業

２ 事業の概要・スキーム

⚫ 高齢化等に伴い、多くの高齢者が地域で元気に生活できる社会を構築していくことが必要であり、高齢者がスポーツ・児童育成・地
域文化伝承・仲間づくり等々の個人の価値観に応じた様々な分野で活動し、生きがいを育み、かつ健康を維持していくことが極めて重要
である。

⚫ このような状況を踏まえ、全国各地に約８万クラブある老人クラブの高齢者自らの生きがいを高め、健康づくりを進める活動や老人
クラブ連合会の健康づくりに関する実践活動、健康に関する知識等についての普及・啓発を行う活動等に対し、必要な経費を支援する。

⚫ 大規模災害発生直後に被災した高齢者等を個別訪問等による早期の状態把握、必要な支援の提供へのつなぎ等、支援の届かない被災
者をつくらない取組を一定期間、集中的に実施する。

１ 事業の目的

在宅福祉事業費補助金 老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3878）

令和６年度概算要求額 23億円（24億円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】

都道府県、指定都市、中核市

【補助率】

国1/2、1/3、10/10

【補助実績】

交付額22億円（令和4年度）

【参考】老人福祉法
第十三条
２ 地方公共団体は、老人の
福祉を増進することを目的と
する事業の振興を図るととも
に、老人クラブその他当該事
業を行う者に対して、適当な
援助をするように努めなけれ
ばならない。
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３ 実施主体等

⚫ 参加者

・ 主に６０歳以上の者。世代間交流等にも積極的に配慮

⚫ 実施内容

・ 総合開会式・総合閉会式

・ 健康関連イベント（スポーツ交流大会、ふれあいスポーツ

大会）

・ 福祉・生きがい関連イベント（文化交流大会、美術展など）

・ 健康、福祉・生きがい共通イベント（健康福祉機器展等）

・ オリジナルイベント（クイズラリー等）

・ 併催イベント（短歌大会作品展）

⚫ 今後の開催予定

令和５年度 愛媛県

令和６年度 鳥取県

令和７年度 岐阜県

令和８年度 埼玉県・さいたま市

※令和９年度以降は調整中

２ 事業の概要・スキーム

⚫ 長寿社会を健やかで明るいものとするため、国民一人ひとりが積極的に健康づくりや社会参加に取り組むとともに、こうした活動の

意義について広く国民の理解を深めることを目的として開催する全国健康福祉祭（ねんりんピック）の開催する経費の一部を補助する。

１ 事業の目的

高齢者福祉推進事業費補助金（全国健康福祉祭（ねんりんピック））
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3878）

令和６年度概算要求額 1.0億円（1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

【主催者】

⚫ 厚生労働省、開催都道府県、（一財）長寿社会開発センター

【補助率】

⚫ 定額

【直近大会の開催実績】

平成28年度 長崎大会

平成29年度 秋田大会

平成30年度 富山大会

令和元年度 和歌山県

令和 ２、３年度 岐阜県で開催予定だったがコロナの影響で中止

令和４年度 神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市
※ 厚生省創立５０周年に当たる昭和６３（１９８８）年から開催している。

国
開催

都道府県

定額
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以下の取組の立ち上げ支援（初度設備等の補助）を行う。

①農福連携推進事業（令和２年度創設）

高齢者が農作業や農作物の調理・販売等をとおして、運動機能低下・認知

症・閉じこもり等の介護予防を図るなど、農福連携を通じ、高齢者が地域で

交流し生き生きと活動できる場づくりの提供に資する活動

②高齢者等が行う地域の支え合い活動

（事業例）

・単身高齢者等に対する見守り、配食サービス等の有償ボランティア活動

・地域共生社会の推進に向け、多世代交流等の「共生の居場所づくり」に資

する活動 など

２ 事業の概要・スキーム

⚫ 少子高齢化が進展し、現役世代が減少するとともに、高齢者の大幅な増加が見込まれる中、生涯現役社会の実現に向け、高齢者が

地域の中で生きがいや役割を持ち、積極的な社会への参加を促進するための環境を整備することが重要。

このため、住民主体による生活支援、共生の居場所づくりや農福連携に取組など、高齢者の社会参加・役割創出に資する活動等の立

ち上げへの支援を行う。

１ 事業の目的

高齢者生きがい活動促進事業 老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3878）

令和６年度概算要求額 ４４百万円（４４百万円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】市区町村 【補 助 率】 定額（国10/10）

【補助対象数】

１市区町村あたり原則１団体

【補助上限額】

①の取組200万円、②の取組100万円

地域づくり加速化事業による伴走的支援を受けた市区町村

において、その課題解決に資する取組に対して補助を行うも

のである場合は、補助対象数を別途１市区町村あたり１団体

追加するとともに、補助上限額も①・②それぞれ100万円ず

つ増額する（令和５年度拡充）。

※中山間地域等の農山漁村において、地域資源やデジタル

技術を活用した取組を行う場合の優先採択枠を設ける。

【補助実績】12自治体（令和４年度）

３ 実施主体等
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令和６年度概算要求額 46百万円（22百万円）※（）内は前年度当初予算額

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

老健局老人保健課（内線3872、3993）

○地域の実情にあわせた在宅医療・介護連携に関する取組の推進・充実を図るため、在宅医療・介護連携推進事業に係る検討委員会の設置、

実態調査、プラットホームの作成、担当者会議等を実施するとともに、事業コーディネーターの育成を実施する。また、都道府県・市町村

への連携支援を行う。

在宅医療・介護連携推進支援事業

厚 生 労 働 省

委託

・検討
・調査
・都道府県・市町村等への支援

等

実 施 主 体 （ 株 式 会 社等 ）

事業スキーム

実施主体等

19

事業の概要
在宅医療・介護連携推進事業の検証及び充実の検討、都道府県・

市町村への連携支援を実施。具体的な事業内容は以下のとおり。

・在宅医療・介護連携推進事業に係るプラットホームの作成
・在宅医療・介護連携に係る検討委員会の設置
・在宅医療・介護連携推進事業に係る実態調査
・都道府県・市町村担当者等会議の開催
・在宅医療・介護連携推進に向けたかかりつけ医機能の強化の
ための方策等を踏まえた事業コーディネーターの育成

・都道府県・市町村への連携支援の実施

成果目標
市町村が地域の実情にあわせて在宅医療・介護連携に関する取組を

推進・充実を図ることを目標とする。

所要額

要介護認定調査委託費 45百万円

職員旅費 1百万円



1

○ 在宅医療・介護連携の推進については、平成23年度から医政局施策として実施。一定の成果を得られたことを踏ま
え、平成26年介護保険法改正により、市町村が実施主体である地域支援事業に「在宅医療・介護連携推進事業」が位
置付けられ、平成27年度から順次、市町村において本事業を開始。

○ 平成29年介護保険法改正において、都道府県による市町村支援の役割を明確化。平成30年4月以降、全ての市町村
において本事業を実施。

○ 令和２年介護保険法改正において、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を構築するため、地域の実情に応じ、
取組内容の充実を図りつつPDCAサイクルに沿った取組を継続的に行うことによって目指す姿の実現がなされるよう、
省令や「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」等を見直し。

＜市町村における庁内連携＞ 総合事業など他の地域支援事業との連携や、災害・救急時対応の検討

市町村

医療関係者
(医師会等の関係団体

・訪問看護等の事業者など)

介護関係者
(居宅介護支援事業所など)

住 民

Ａct

Ｃheck

対応策の評価の実施

地域のめざすべき姿
切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築

（看取りや認知症への対応を強化）

■ 地域の社会資源（医療機関、介護事業所
の機能等）や、在宅医療や介護サービスの
利用者の情報把握

■ 将来の人口動態、地域特性に応じたニー
ズの推計（在宅医療など）

■ 情報を整理しリストやマップ等必要な媒
体を選択して共有・活用

※企画立案時からの医師会等関係機関との協働が重要

Ｐ
現状分析・課題抽出・施策立案

lan

対応策の実施 ＜地域の実情を踏まえた柔軟な実施が可能＞

○ 医療・介護関係者の情報共有の支援

■ 在宅での看取りや入退院時等に
活用できるような情報共有ツールの
作成・活用

○ 医療・介護関係者の研修

■ 多職種の協働・連携に関する研修
の実施（地域ケア会議含む）

■ 医療・介護に関する研修の実施

○ 地域住民への普及啓発

■ 地域住民等に対する講演会やシン
ポジウムの開催

■ 周知資料やHP等の作成

○ 在宅医療・介護連携に関する相談支援

■ コーディネーターの配置等による相談
窓口の設置

■ 関係者の連携を支援する相談会の開催Ｄo
実行

都道府県(保健所等)による支援
○ 在宅医療・介護連携推進のための技術的支援 ○ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村等の連携

○ 地域医療構想・医療計画との整合

第８期介護保険事業計画期間からの
在宅医療介護連携推進事業の在り方図

計画

評価

改善

○上記の他、医療・介護関係者への支援に必要な取組

【参考】在宅医療・介護連携推進事業
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老健局老人保健課（内線3872、3993）



有識者や厚労省職員等を派遣し、事業実施に至る前の検討段階における助言や関係者との調整等の支援を実施

① 事業の実施に向けた意見交換、課題に対する検討及びアドバイス
事業の実施に向け、事前に実施すべき実態の把握や、それを踏まえた取組の方向性等についての意見交換、課題に対する検討

等を実施するに当たって有識者・取組を実施している自治体職員・厚生労働省職員・国土交通省職員等を派遣しアドバイス、
不動産業者や養護・軽費老人ホームも含めた社会福祉法人等の担い手と、自治体のネットワーク構築を支援

② 取組事例と住まい支援の課題・解決策を考える素材集の周知
課題を踏まえた取組事例等をまとめると共に、3年間の取組を踏まえて住まい支援の課題感を類型化し、解決に向けた方向性を

提示していく資料集を作成し周知
（本事業では事業の検討過程に着目し、課題把握や取組事例の経緯等を含めて整理、自治体等が事業の初期段階で検討するにあ
たって実用的なパンフレット等の作成を想定）

○自治体における課題を顕在化

・高齢者が大家から入居を断られ、
住まいの確保が困難な状況
・生活支援が必要な高齢者の受け入れ
先が見つからない状況 等

○地域の実情を踏まえた対応方策の検討

・住まいに係る相談対応
・社会福祉法人によるアセスメント、
生活支援の実施 等

・実態把握
・関係者調整、ネットワーク構築
・既存の枠にとらわれない、積極
的な事業の具体化検討

○事業の実施

＜自治体における検討の流れ＞ 支援

住まいに係る
相談支援、生
活支援等にか
かる費用を
「地域支援事
業交付金」等
により支援。

※以前は「低所
得高齢者等住ま
い・生活支援モ
デル事業」とし
て支援。

支援

高齢者住まい・生活支援伴走支援事業 老健局高齢者支援課（内線3981）

令和６年度概算要求額 20百万円（20百万円）※（）内は前年度当初予算額

○ 高齢者の住まいの確保と生活支援を進めるため、平成26年度から、「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」を実施し、住ま
いの確保支援（住宅情報の提供・相談対応等）や生活支援（見守り等）に係る費用に対する助成を行い、平成29年度以降は、同様の取
組に対して地域支援事業交付金により支援ができるようにしているところ。

○ 一方、地域支援事業により、モデル事業と同様の取組を実施している自治体が非常に少なく、その理由として、取組の実施にあたり、
自治体内（住宅部局と福祉部局等）の調整や社会福祉法人・不動産業者等との調整など、関係者が多岐にわたること等から、検討が進
まないとの意見があるところ。

○ このため、有識者や厚労省職員等を派遣し、事業実施に至る前の検討段階おける助言や関係者との調整を行うことで、事業の実施に
結びつけていくことを目的として、本事業を実施する。

１ 事業の目的

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

＜実施主体＞ 国（民間事業者に委託） ・令和４年度本事業実施団体数：５ 21



２ 事業の概要

離島等サービス確保対策事業 老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3987）

令和６年度概算要求額 12百万円（12百万円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体及び補助率】

⚫ 都道府県・指定都市・中核市

国１／２、都道府県等１／２

・ 地域医療介護総合確保基金のメニュー「離島、中

山間地域等における介護人材確保支援事業」と合わ

せて実施する場合

国３／４、都道府県等１／４

⚫ 市区町村

国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４

・ 離島等地域で介護サービス確保等のために行う

事業を実施し、地域づくり加速化事業による伴走的

支援を受けている場合

国２／３、都道府県１／６、市区町村１／６

※ 実施主体は、「厚生労働大臣が定める特例居宅介護

サービス費等の支給に係る離島その他の地域の基準」

又は「厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域」に

掲げる地域を管轄する自治体に限る。地域の実情に応

じ、適切な事業運営が確保できると認められる団体等

に委託することも可能。

【事業実績】

⚫ 実施箇所数：15自治体（令和4年度）

○ サービス確保対策検討委員会の開催、離島等地域で活用できる国や都道府県の制度について周知
離島等地域の状況調査、阻害要因の把握、分析、サービスの確保・充実のための具体的事業の提示を行うほ

か、市区町村や事業者向けの説明会やパンフレットの作成等を実施。

○ 事業推進会議の開催、離島等地域で活用できる国や都道府県の制度についての周知
サービス確保対策検討委員会で提示された事業の実施に向けた準備を実施するほか、事業者向けの説明会の

開催やパンフレットの作成等を実施。

○ 介護サービスの提供体制を確立するための試行的事業の実施
サービスの提供体制を確立するための地域住民の参加と起業支援（ホームヘルパー養成等、介護人材の養

成・確保支援）、環境整備等の試行的事業を実施。

離島等地域で介護サービス確保等のために行う事業

○ 各自治体の実情に応じた介護サービス確保等のための事業の実施
高齢者の安心・安全で自立した生活が可能となるよう、次のような事業を実施。

介護人材の確保
介護従事者等が地元の学生等に対して、仕事内容ややりがいについて語り、進路相談等を行うことで、地

元の介護職に就職してもらうための動機付けとなるような機会を確保する事業

意見交換の場の提供
介護従事者をはじめとする多職種が連携して、サービス提供に当たっての情報共有を行うことを目的と

して意見交換の場を提供する事業

サービス提供体制の確保＜拡充＞
離島地域に所在する介護施設・事業所に対して、介護従事者が利用する定期船が、荒天等により欠航した

場合に必要なサービス提供を行うなど、島内のサービス提供体制を確保するための事業

都道府県が行う事業

市区町村が行う事業

３ 実施主体等

⚫ 離島等地域の実情を踏まえた介護サービス確保等のため、離島等におけるホームヘルパー養成など、人材の確保対策に重点をおき、

具体的な方策・事業の検討や試行的事業等を実施する。

１ 事業の目的
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

〇 「経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月７日閣議決定）」において、「医療（介護を含む）全般に
わたる情報について共有・交換できる全国的なプラットフォームの取組を行政と関係業界が一丸となって進める」
とされた。

〇 この実現に向けて、介護情報を共有できるよう、システム開発や基盤整備を行う。
〇 また、介護関連のデータ利活用を可能とする基盤構築により、保険者機能強化を実現する。

１ 事業の目的

介護関連データ利活用に係る基盤構築事業

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 25億円（12億円）※（）内は前年度当初予算額

〇 レセプト情報、認定情報、ケアプラン、LIFE情報（顕名情報）が市町

村等で適切に活用できるよう、国保中央会・支払基金・市町村等のシステ

ムの必要な改修を実施することで、介護予防・重度化防止を推進するため

の基盤を構築するとともに、市町村の保険者機能を強化する。

（主な改修事項）

〇 ①介護情報基盤構築のための拠点整備・運用、②令和７年度に実施す

る介護情報基盤構築のための複数システムにかかるシステム要件定義、③

資格情報確認のための仕組み構築、④介護事業者からのLIFEデータ提出を

より安全かつ簡易に実施するためのシステム運用、⑤ケアプランの顕名

データ蓄積、⑥市町村等が提出する医療被保険者番号等の送受信に係る自

治体システム整備支援

〇 事業スキーム

国
市町村⑥

補助率（１／２）

国保中央会・診療報酬支払基金①～⑤

補助率（１０／１０）

〇 所要額

介護保険事業費補助金：2,464,733千円（ +1,280,733千円）

市町村分：150,000千円（200,000千円）（△50,000千円）

中央会分：1,790,897千円（964,000千円）（+826,897千円）

支払基金分：523,836千円

〇 実施主体：市町村、国保中央会、診療報酬支払基金 23

介護保険総合
データベース

データ連携

LIFE の運用保守
顕名データベース運用・保守

国保有システムの改修
保守・運用等

データの活用

厚生労働省

介護事業所

保険者

閲覧

情報連携
支払基金

LIFE

ケアプラン

認定情報

介護レセプト

国保中央会

国民
閲覧

情報連携
顕名DB運用保守委託閲覧

証情報
連携

介護情報基盤

情報連携
改修・運用保守

委託等



〇 所要額

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

（目）情報通信技術調達等適正・効率化推進委託費：561,239千円

※国庫債務要求（令和６年度～８年度分）における令和６年度要求額は０円

令和７～８年度要求額は1,000,000千円（P）

〇 実施主体：株式会社等

〇 国保中央会移管前までの事業スキーム（現状）

〇 国保中央会への移管後の事業スキーム（令和７年度以降見込み）

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

○ 令和３年度から運用を開始した科学的介護情報システム（LIFE）の運用により、介護サービス事業所の質向上に活用できるよう、取
得したデータの解析結果等について、介護事業所に提供を行う。

○ 顕名データベースの構築のため、令和７年中にLIFEシステムの運用・保守業務を国から国民健康保険中央会に委託を行うため、顕名
データ収集用LIFEの開発を行う。また、自治体がLIFEデータを閲覧できるしくみの構築を行う。

○ 令和７年度に委託業者が変更となった場合でも運用・保守業務を遂行するため、令和６年度においては引き継ぎ期間と位置づける。

１ 事業の目的

科学的介護データ提供用データベース構築等事業

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 5.6億円（6.1億円）※（）内は前年度当初予算額（国庫債務要求（令和４年度～６年度、令和６年度～８年度））

※デジタル庁計上

〇 介護事業所がLIFEに高齢者の状態・ケアの内容等の情報を提出し、

そのデータを解析した結果として、事業所にフィードバックを行う

ことなどにより、介護サービスの質の向上に資する取組を推進する。

国 委託業者
委託

・データベース等の構築・運用
・情報の収集と保持・分析

介護事業所
データ送信

フィード
バック介護保険総合

データベース
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主な改修事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度

○ システム基盤の統合

○ 認証機能等の見直し

令和６年度報酬改定・制度改正に伴う改修：
・フィードバック項目の修正等の機能改修
・介護記録ソフトとの連携機能の強化

データヘルス改革工程表関連：顕名情報の収集に向けた機能改修

データ連携国 国保中央会
介護情報基盤

運用・保守委託
介護事業所

保険者

顕名データ送信

フィード
バック

介護保険総合
データベース 匿名DB連携

LIFE の運用保守
顕名データベース運用・保守

LIFE改修

顕名DBの
運用・保守委託

データの閲覧・活用

主な改修事項

令和６年度 令和７年度 令和８年度

○ 調達・運用準備 〇自治体が閲覧する
仕組みの構築

顕名LIFEへのデー
タ移行

中央会移管に向け
たLIFE改修

中央会運用用LIFE
への移行



○ 介護施設・事業所が、介護サービス利用者の状態や、行っているケアの計画・内容などを一定の様式で提出する
ことで、入力内容が集計・分析され、当該施設や利用者にフィードバックされる情報システム。介護施設・事業所で
は、提供されたフィードバックを活用し、PDCAサイクルを回すことで、介護の質向上を目指す。

○ 令和３年度介護報酬改定において、一部の加算について、LIFEへのデータ提供等を要件とした。

• LIFEにより収集・蓄積したデータは、フィードバック情報としての
活用に加えて、施策の効果や課題等の把握、見直しのための分析に
も活用される。

• LIFEにデータが蓄積し、分析が進むことにより、エビデンスに基づ
いた質の高い介護の実施につながる。

LIFEにより収集・蓄積したデータの活用

加算の種類
科学的介護
推進加算
（Ⅰ）（Ⅱ）

個別機能
訓練加算
（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加
算

（Ⅰ）（Ⅱ）

リハビリテーション
マネジメント

計画書情報加算

リハビリテーション
マネジメント加算
（Ａ）ロ（B）ロ

理学療法、
作業療法及び
言語聴覚療法
に係る加算

褥瘡マネジメント
加算

（Ⅰ）（Ⅱ）

褥瘡対策
指導管理
（Ⅱ）

排せつ支援
加算

(Ⅰ)（Ⅱ）（Ⅲ）

自立支援
促進加算

かかりつけ医
連携薬剤調整

加算

薬剤管理指
導

栄養マネジメント
強化加算

栄養アセスメント
加算

口腔衛生
管理加算
（Ⅱ）

収集している情報

ADL
栄養の状況
認知症の状況

既往歴
処方薬 等

機能訓練の目
標

プログラムの
内容 等

ADL
ADL、IADL、心身の機能、
リハビリテーションの目標 等

褥瘡の危険因子
褥瘡の状態 等

排尿・排便の状
況

おむつ使用の状
況 等

ADL
支援実績

等

薬剤変更情報
等

身長、体重、低栄養リスク、
食事摂取量、必要栄養量

等

口腔の状態
ケアの目標
ケアの記録

等

介護老人福祉施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域密着型介護老人福祉施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

介護老人保健施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

介護医療院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通所介護 ○ ○ ○ ○ ○

地域密着型通所介護 ○ ○ ○ ○ ○

認知症対応型通所介護（予防含む） ○ ○
○（予防を除

く） ○ ○

特定施設入居者生活介護（予防含む） ○ ○
○（予防を除

く）

地域密着型特定施設入居者生活介護 ○ ○ ○

認知症対応型共同生活介護（予防を含む） ○

小規模多機能型居宅介護（予防含む） ○

看護小規模多機能型居宅介護 ○ 〇 〇 ○ ○

通所リハビリテーション（予防含む） ○ ○（予防を除く） ○ ○

訪問リハビリテーション ○（予防を除く）

（参考） L I FEへのデータの提出を要件としている項目と収集している情報、対象となるサービス

【参考】科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

老健局老人保健課（内線3944）
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

○ 令和６年度報酬改定での様式・項目変更等を踏まえた科学的介護情報システム（LIFE）の情報を利活用すること
で、介護現場でのPDCAサイクルを推進するための好事例を収集。

○ 全国へ展開するための手引き等を策定することに加え、LIFE等の利活用に知見を有する市町村・事業所職員を養
成するための研修資料を作成することで、科学的介護の推進を図る。

〇 また、R5年度までに整備された拠点にて、LIFE等に関わる人材育成、研究及び普及啓発等を実施する。

１ 事業の目的

科学的介護に向けた質の向上支援等事業

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 91百万円（41百万円）※（）内は前年度当初予算額

〇 事業スキーム

事業所

国（委託事業） 保険者

・LIFE等を活用し、データを用いたPDCAサ
イクルの推進を実施

・研修を受けた事業所・自治体職員等によ
る、周知・普及・助言等の支援を実施

・保険者による介護
事業所における
LIFEを用いた適確
な情報の利活用の
ための支援に資す
るよう、自治体職
員等が事業に参加

・令和６年度報酬改定で
変更が行われた様式や
項目が搭載されたLIFE
を利用した好事例を収
集するため、事業所を
訪問

・LIFEの活用手法等に
ついて、好事例集等を
策定

・必要に応じて手引きを
更新

事業予定

令和６年度 令和７年度 令和８年度

○ 好事例の収集
○マニュアルの作成
○LIFEにかかる人材育成、
広報サイト等の作成

○ 好事例の収集
○ マニュアル・研修会の実施
○ 拠点の構築を含めた体制整

備の検討

○ 事業所へのLIFE等
利活用に関する知
識及び技能の普及
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〇 所要額 91,076千円

（項）介護保険制度運営推進費

（目）職員旅費：3,542千円 委員等旅費：755千円

要介護認定調査委託費：36,691千円 介護保険事業費補助金：50,088千円

〇 実施主体：株式会社、国立長寿医療研究センター

国
受託業者 市町村

委託

国立長寿
補助率（１０／１０）

国 国立長寿医療研究センター

・LIFE等の研究分野等での利活用に向けたマニュアル
等の作成

・学術的観点から新たにLIFEへ追加すべき項目の検討
・LIFEにかかる人材育成、広報サイト等の作成



２ 事業の概要・スキーム

介護サービス情報公表システム整備等事業（デジタル庁一括計上）

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3982）

令和６年度概算要求額 5.8億円（1.9億円）※（）内は前年度当初予算額

（３年国債３年目 総額３．５億円）(４年国債１年目（ゼロ国債）総額約１１億円）

【実施主体】

⚫ 国から民間事業者へ委

託

【補助率】

⚫ 国10/10

【参考】

⚫ 骨太の方針（令和４年

６月７日閣議決定）

医療法人・介護サービス

事業者の経営状況に関する

全国的な電子開示システム

等を整備する

令和５年度予算額：190,401千円
※令和３年度予算に措置した国庫債務負担行為により契約済み。

３ 実施主体等

国 民間事業者

１．介護サービス情報公表システム運用・保守等業務
(国庫債務負担行為) （R６歳出化額1.1億円）

①令和６年度 1.1億円（令和４～６年度 総額3.5億円）

②令和７～９年度分運用保守業務（ゼロ国債）

２．介護サービス情報公表システム機能追加事業（計４.７億）

⚫ 介護保険法第115条の35に基づく介護サービスの情報公表制度の円滑な実施のため、国において「介護サービス情報公表システム」を構築してお
り、また、本システムの基盤を活用し、介護事業者の負担軽減のためのオンライン申請・生活支援サービスの公表、災害時の被災情報の把握など多
様なサブシステムを構築し、その運用保守を実施している。

⚫ 令和６年度は、改正介護保険法（令和６年４月１日施行）第115条の44の２に基づく「介護サービス事業者経営情報の調査・分析等」制度の円滑
な実施のため、介護事業者の経営情報を調査・分析するためのデータベースの構築を行うほか、他のサブシステムについて必要な改修を行うととも
に、令和７年度から令和９年度までの３年契約で運用保守業務を行うため、初年度支出ゼロの国庫債務負担行為を要求する。

１ 事業の目的

介護サービス情報公表システム

介護サービス情
報公表システム

電子申請・
届出システム

生活関連情報
管理ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ

災害時情報共
有システム

財務諸表データ
ベースシステム

①

②

③

④

⑤(R6構築)

R6 R7 R8 R9 限度額

0 3.7億円 3.3億円 3.1億円 約11億円

⚫ 財務諸表データベースシステムの構築（図⑤）
介護事業所による損益計算書又は事業活動計画書データの届出及び状況を確認・分析できるようDBの構築を行う。

⚫ 電子申請届出システムの機能改修（図④）
令和６年度報酬改定に伴う標準様式の変更・追加の登録受付、自治体の受付業務や事業所の申請届出業務の
改善のための機能改修等を実施。

⚫ 生活関連情報管理サブシステムの機能改修（図②）
地域包括支援センター運営状況を把握するための調査事務のオンライン化。

⚫ 災害時情報共有システムの機能改修（図③）
介護施設・事業所の被災状況等の把握の円滑化等のための改修

⚫ 介護サービス情報公表システムの機能改修（図①）
国民が閲覧する介護サービス情報の公表情報の確度向上のための改修 27



⚫ 令和５年度は、自治体の事業所台帳管理システムとの連携に必要なAPIの開発、LGWAN以外の環境下でシステムに
接続する自治体がアクセス可能とするための改修、自治体の利用を加速するための支援等を実施。

⚫ 令和６年度は、次期報酬改定への対応、先行運用時に発生した課題への対応、自治体の利用を加速するための支援
等に必要な予算を要求する。
※指定申請について本システムの利用原則化を、介護保険法施行規則で規定（令和５年３月に改正）

２ 事業の概要・スキーム

⚫ 介護現場の文書負担軽減を加速化するため、介護保険サービスの指定申請事務のオンライン化をさらに推進し、業
務の負担軽減や効率化を図るとともに、早急に対面を伴わない行政手続きを実現する。

１ 事業の目的

オンライン申請を見据えた介護サービス情報公表システム改修事業
（介護サービス情報公表システム整備等事業）

令和６年度概算要求額 2.1億円（－）※（）内は前年度当初予算額

※デジタル庁計上

介護サービス情報公表システムを活用した
事業所の負担軽減のイメージ

【総合事業指定事業所】

【令和６年度の主な予定】
⚫ R6報酬改定に伴い、変更・追加となったサービスや様式への対応
⚫先行運用時に発生した課題に対応する改修

➢自治体向け機能改修（マスタ登録機能、権限委譲マスタ修正、法人

による一括変更届機能改善等）

➢事業所向け機能改修（一括変更届出先の自動選択機能、項目間

チェック、入力制御改善等）

➢運用管理機能改修（自治体向け、事業所向けの「お知らせ」画面追

加、ヘルプデスクから自治体へのメール送信の効率化 等）

⚫利用開始を予定する自治体への伴走支援（先行的に活用する自治体
の課題整理・横展開の取組） 等

（参考）令和４年度第二次補正予算：１.9億円

老健局高齢者支援課（内線3997）
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

介護施設等の災害時情報共有システム
（介護サービス情報公表システム整備等事業）

老健局高齢者支援課（内線3928）

令和６年度概算要求額 53百万円（－） ※（）内は前年度当初予算額

※ デジタル庁計上

• 災害時情報共有システムを構築し、災害時における介護施設・事業所の被害状況を国・自治体が迅速に把握・共有し、被災した介護施
設・事業所への適切な支援につなげることを目的とする。（令和３年９月から運用開始）

【対象施設 入所施設、居住系サービス事業所】
老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム 等

【実施主体】

国（介護サービス情報公表システムの運用・保守の民間事業者へ委託）

【拡充内容】

① 介護事業者が入力する情報の精度の高めるため、入力項目の警告表示、未入力の催促 などの機能の追加

② 災害時保健医療福祉活動支援システム（Ｄ２４Ｈ）との連携

介護施設等

国、都道府県、政令市

③被災状況報告集計

④被災状況報告集計閲覧（国、都道府県、政令市）

介護サービス情報公表システム

①災害情報（被災状況の報告先）の登録（国）

災害発生

②被災状況報告
（ＰＣ、スマホ）

介護事業所は情報公表システムのIDでログインし、システム
上に用意された災害情報に対応する被災報告を行う。

※情報公表対象外の事業所は別途専用IDを付与する。

主な被災状況報告項目

・人的被害の有無

・建物被害の有無

・建物被害の状況

・ライフライン(電気・水道)の状況

・物資(食料・おむつ等)の状況

・支援の要否

・避難又は開所の有無

など

（参考）令和４年度第二次補正予算：14百万円
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３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

介護保険制度の運用等に必要なシステム整備事業
老健局介護保険計画課（内線2162）

令和６年度概算要求額 28億円（０億円）〔 52億円〕 【内訳】要求額：０億円 推進枠：28億円
※（）内は前年度当初予算額 〔〕内は前々年度補正後予算額
※令和５年度当初予算を前倒し、令和４年度２次補正予算に38億円を計上

令和５年制度改正及び令和６年度介護報酬改定等に対応するため、都道府県システム、市町村等（保険者）システム及び国民健康保険団体
連合会の「介護保険審査支払等システム」の改修に必要な経費を補助する。

実施主体：都道府県・市町村・国保中央会
補助率 ：都道府県・市町村（1/2）、国保中央会（10/10）
事業実績：活動実績数1,665箇所

（概要）
令和５年制度改正及び令和６年度介護報酬改定等に対応するた
め、都道府県システム、市町村等（保険者）システム及び都道
府県国民健康保険団体連合会の「介護保険審査支払等システ
ム」の改修を行う。
・介護報酬改定、制度改正 等

（所要額） 27.7億円
（内訳） 都道府県分 1.2億円

市町村等（保険者）分 19.5億円
国保中央会分 7.0億円

厚生労働省

（補助率）1/2

（補助率）10/10

（事業スキーム）

都道府県・市町村

国保中央会

都道府県

受給者情報

市町村等（保険者）
（１,５７１保険者）

事業所情報

審査
（突合チェック）

国保連合会（４７国保連合会）
（介護保険審査支払等システム）

支払・返戻

事業所情報

都道府県
（４７都道府県）

受給者情報

給付管理票
請求情報

請求情報

給付管理票
請求情報 請求情報

給付実績
等を活用

適正化
データ

保険者

（介護給付適正化

シテスム）

国保中央会
※国保連合会を会員とし、国保連合会
の業務運営の支援を行う組織。審査支
払システムの開発・改修等を行い、国保
連合会に提供している。

（事業イメージ）
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（項）介護保険制度運営推進費
（目）要介護認定調査委託費 ８６，１２４千円

（積算内訳）

（１）標準仕様書改訂対応 ２５，２００千円
（２）標準仕様書の保守運用対応 ４５，６００千円
（３）全体管理 ７，２００千円
（４）消費税 ７，８００千円
（５）検討会謝金・旅費等 ３２４千円

合 計 ８６，１２４千円

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

介護保険システムの標準化に向けた標準的仕様書改定等業務委託事業
老健局介護保険計画課（内線2164）

令和６年度概算要求額 86百万円（0百万円）※（）内は前年度当初予算額

介護保険の業務システムの標準化を行うために策定した標準仕様書３．０版について、介護DX等を踏まえた改版に要
する費用を補助するもの。

補助（10 ／ 10）

【実施主体】 民間事業者

【補 助 率 】 国 10 ／ 10

【事業内容】 市町村における介護保険システムの標準化に向け、令和５年８月に策定予定の標準仕様書3.0版について、
制度見直し等に伴う標準仕様書の検証・改定等を行う。

【実施主体】 民間業者

地方公共団体における情報システム等の共同利用、手続きの簡素化、迅速化、行政の効率化等を推進するため、地方公共
団体の情報システム等の標準化に取り組んでおり、介護保険分野でも、介護保険システムに係る標準仕様書を作成している。
この標準仕様書について、介護DX等に伴う標準仕様書の改版を行う必要があり、当該改版に要する費用を民間事業者に補助
する。

厚生労働省 民間事業者
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３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

老健局介護保険計画課（内線2260）

令和６年度概算要求額 2.0億円（新規）※（）内は前年度当初予算額

※デジタル庁計上

○ 介護情報連携基盤を構築することで、関係者が介護情報を電子的に共有でき、事務効率化・介護サービスの質の向上につながる。
○ 介護被保険者証について、デジタルで手続きを完結させることで、行政の効率化、利用者の利便性向上につながる。

実施主体：民間事業者（委託事業）（概要）
○ 介護保険証については、市町村と被保険者等の間で紙のや
りとりがなされており、電子化することで、紙の削減、自
治体の業務効率化が期待される。

○ このため、介護保険資格確認等WEBサービスを構築し、
「マイナポータルAPI」を搭載することで、介護事業所にお
いて、マイナンバーカードを使って被保険者情報を閲覧で
きるようにする。

○ その際、介護事業所の利便性を高めるために、WEBサー
ビス上で介護事業所が利用する入口を集約する。

※ 介護保険証の電子化により、介護事業所の利便性向上や、
紙の削減による自治体事務の効率化等の実現が見込まれる。

（所要額） 2.0億円
補助率・単価：10／10 負担割合：国10／10

厚生労働省

（事業スキーム）

民間事業者
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３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

令和６年度概算要求額 2.4億円（0億円）※（）内は前年度当初予算額。なお令和４年度２次補正予算に3.9億円を計上。

※デジタル庁計上

○ 介護情報連携基盤を構築することで、関係者が介護情報を電子的に共有でき、事務効率化・介護サービスの質の向上につながる。
○ 介護被保険者証について、デジタルで手続きを完結させることで、行政の効率化、利用者の利便性向上につながる。

実施主体：民間事業者（委託事業）（概要）
○ 介護DX関係事業は、実施主体が支払基金、国保中央会、
国（厚生労働省、デジタル庁）と３者にまたがるとともに、
その遂行に当たっては、介護保険行政全般のみならず、医
療保険関係、マイナンバー関係システム等に関する深い知
見や、複数プロジェクトを並行して進行するためのマネジ
メントが求められる。

○ こうしたプロジェクトを早急かつ確実に遂行するために、
保険証利用も含めた介護DX関係のプロジェクト全体の工程
管理調整を外部委託して実施することとする（令和5年度中
に行う業務要件定義を踏まえ、令和6年度から介護情報基盤
等の設計・開発作業に入っていく予定）。

（所要額） 2.4億円
補助率・単価：10／10 負担割合：国10／10

厚生労働省

（事業スキーム）

民間事業者
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厚生労働省 民間事業者

①全体工程管理支援

・プロジェクト全体管理支援
・進捗管理支援、課題管理支援、リスク管理支援
・関係者調整（中央会、基金、国、システム事業者等）
・医療情報プラットフォームとの整合性 など

老健局介護保険計画課（内線2260）
介護DX関係工程管理支援



３ 実施主体等

介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム
国家資格等情報連携・活用システムへの業務移行等事業（デジタル庁一括計上）

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3936）

⚫「国家資格等情報連携・活用システム」は令和６年度から運

用が開始される予定であるため、「国家資格等情報連携・活

用システム」から介護支援専門員の登録情報を連携するため

に、令和5年度において「介護保険事業者及び介護支援専門

員管理システム」にインタフェース構築等の改修にかかる費

用を予算措置し、本年度中の改修を予定している。

⚫ 令和６年度においては、「国家資格等情報連携・活用シス

テム」 運用開始前までに「介護保険事業者及び介護支援専

門員管理システム」に保存されている介護支援専門員の登

録情報を含んだデータベースの移行や改修、改修後の不具

合対応のための運用支援等を行う。

委託

２ 事業の概要・スキーム

厚生労働省 事業者

情報連携

介護保険事業者・介護支援専門員及び
業務管理体制データ管理システム

介護支援専門員名簿管理・
介護保険事業所指定情報管理機能

業務管理体制管理機能

国家資格等情報
連携・活用システム

⚫デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日閣議決定）に基づき、国家資格に関する事務等におけるマイナンバーの利用

及び情報連携を目的として、デジタル庁において「国家資格等情報連携・活用システム」を構築している。

⚫本事業では、介護支援専門員の資格管理を「国家資格等情報連携・活用システム」において行うため、現行の資格管理システムである

「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」のデータベース移行や改修等を行うことを目的とする。

１ 事業の目的

令和６年度概算要求額 67百万円（ー）※（）内は前年度当初予算額

データベース移行
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◆事業の概要

介護保険事業状況報告システムについて、保険者より機能改善の要望

があることから、運用保守に加え、制度改正に伴う様式変更及び機能改

善のための改修を行う。

（令和４年度から令和６年度までの国庫債務負担）

◆実施主体：委託業者

◆所要額

令和６年度概算要求額 78百万円（79百万円）※（）内は前年度当初予算額

※デジタル庁計上

○ 介護保険制度の実施状況を把握するため、介護保険事業状況について、

電子情報により全国の保険者から都道府県を経由して厚生労働省に報告

させており、厚生労働省では、月報及び年報を介護保険事業状況報告シ

ステムを利用し集計を実施。

○ 本システムの運用保守・システム改修の費用につき、運用保守・改修

事業者に対し委託費として支払を行うもの。

３ 事業スキーム１ 事業の目的

２ 事業の概要・実施主体等

老健局介護保険計画課（内線2172）介護保険事業状況報告システム事業

■厚労省老健局 ■運用センタ
厚生労働省
統合ネットワーク

■国保中央会
レセプト等集計データ

介護保険総合
データベース

介護保険事業状況報告システム

■保険者、都道府県等

・・・

公表した月報
（暫定値）データ

LGWAN

地域包括ケア「見
える化」システム

■民間クラウド

政府共通
ネットワーク

最新のデータ

オンライン連携

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

運用保守 38,566 35,970 35,970 35,970

改 修 67,870 46,904 43,012 41,558

合 計 106,436 82,874 78,982 77,528

（千円）
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⚫ 国において中央ポータルサーバ及びアプリケーションの運用保守

を行う他、各都道府県に対し技術的に支援（照会対応等）を行う。

⚫ 委託の概要

・プロジェクト管理（セキュリティ管理、課題管理、作業管理等）

・運用・保守計画書及び運用・保守実施要領の作成支援

・国家資格等情報連携・活用システムとの情報連携に向けた支援

・システム運用

・システム保守

・運用・保守作業の改善提案

・引継ぎ

・成果物の作成・納品（運用保守計画書、ソースコード等）

⚫ システムの利用（登録）状況（令和４年11月16日時点）

介護支援専門員： 721,747名

介護事業所数 ：1,911,858事業所

２ 事業の概要・スキーム ３ 実施主体等

介護保険事業者・介護支援専門員及び業務管理体制データ管理システム運用事業（デジタル庁一括計上）

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3936）

令和６年度概算要求額 9百万円（9百万円）※（）内は前年度当初予算額

⚫介護支援専門員の登録情報（氏名、登録番号等）及び介護保険事業者の指定取消情報（名称・代表者・役員情報等）を都道府県間で共

有するシステムについて、安定的に運用・保守することにより、各都道府県における介護支援専門員登録事務及び介護保険指定等事務

の円滑化を支援する。（介護保険事業者・介護支援専門員管理システム）

⚫介護サービス事業者に義務付けられる業務管理体制の整備及び届出について、市区町村と都道府県において使用されるシステムを安定

的に運用・保守することにより、行政機関における監督業務・事務の円滑化を支援する。（業務管理体制データ管理システム）

１ 事業の目的

保守運用委託

厚生労働省 事業者

保守運用

36



２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

業務管理体制の整備に関する届出システムの運用保守経費
（デジタル庁一括計上）

令和６年度概算要求額 35百万円（35百万円）※（）内は前年度当初予算額

老健局総務課介護保険指導室
（3958）

実施主体

実施主体：委託業者（民間団体）
実施実績：公募により選定した一者が実施

《業務管理体制の整備に関する届出システム》
○ 介護サービス事業者に義務付けられる業務管理体制の整備及び届出について、介護サービス事業者や市区町村・都道府県において使用
される本システムを安定的に運用・保守を行うことにより、介護サービス事業者の事務の円滑化、行政機関における監督業務・事務の円
滑化を支援する。（令和６年４月から令和７年３月までの期間における運用保守経費。）

○ 業務管理体制の整備に関する届出システムの
円滑な稼働に必要な保守等を実施する。
・介護サービス事業者の電子申請による届出
・届出先の所管（監督官庁）が本システム上
で事務手続き

・業務管理体制データ管理システムへの届出
内容の取込や更新

○ 各監督官庁・介護サービス事業者に対し、技
術的に支援（照会対応等）を行う。

年金・医療等
に係る経費

義務的経費
裁量的経費
（社保充）

裁量的経費
（左記以外）

復興特会

○
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

〇 介護保険総合データベース(介護DB)は、介護保険法第118条の２の規定に基づき、市町村等から匿名化した要介
護認定情報、介護レセプト情報等を収集・蓄積している。

〇 毎月発生する認定情報や介護レセプト情報の収集・管理を行うとともに、介護報酬改定や制度改正に伴い、収集
項目の修正や追加が必要であり、それらに対応するための改修を行う。

〇 LIFEデータの追加や省内利用における集計作業、見える化システムで公表するデータの集計・連携に係る機能改
修等を実施する。

１ 事業の目的

介護保険総合データベースシステム管理運営・分析事業

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 2.0億円（2.9億円）
※（）内は前年度当初予算額（国庫債務要求（令和４年度～６年度）） ※デジタル庁計上

【令和５年度、令和６年度】
• 令和６年度介護報酬改定や制度改正に伴う、新規サービスの追
加や加算の創設、あるいは有効認定期間の変更等による収集項
目の追加やデータレイアウト修正といった作業を行う。

【定常的な作業】
• 介護レセプト等情報、認定情報の収集・管理
• 省内利用における集計作業及びその支援作業
• 自治体の介護保険事業（支援）計画の検討等に資するデータの、
地域包括ケア「見える化」システムを通じた市町村等への提供

• 国民の健康の保持増進等に資する研究を行う研究者等へのデー
タを目的とした第三者提供DBへのデータ連携

主な改修事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度

○ ID5（医療被保番ベース
の識別子）の導入・収
集に伴うデータレイア
ウト等の改修

○ 改訂検証調査研究に関
するデータ取込機能の
追加

○ 認定支援ネットワーク
のLGWAN対応他

○ ニーズ調査関連対応
・第9期様式への対応

○ 受給者台帳、事業所台
帳の過去データの取り
込み・管理

令和６年度介護報酬改定に伴う機能改修及び
介護保険制度改正に伴う認定ソフトの改修

・見える化システムとのデータ連携機能の追加
・LIFEデータとの連携機能の追加
・事業状況報告システムとの連携機能の追加

〇 所要額

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

（目）情報通信技術調達等適正・効率化推進委託費：203,963千円

〇 実施主体：株式会社

国
受託業者

（株式会社等）

委託 ・地域包括ケア「見える化」システムを
通じた情報提供

都道府県・市区町村及び国民

・データベースの改修
・厚労省の依頼に基づく
情報の収集・分析

大学の研究者等

・第三者提供データベース等を通じた
データ提供。※改修と運用支援で調達は分ける。

〇 事業スキーム
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

〇 介護保険法（平成９年法律第123号）第118条の２の規定に基づき、市町村は要介護認定等情報を厚生労働大臣に
提出する必要がある。

〇 国保連合会がとりまとめる管内市町村等から提出される要介護認定等のデータについて、セキュリティが担保さ
れたネットワークにより提出を受け、国保中央会が47都道府県分をとりまとめた上で厚生労働省に提出することに
加え、国保連の提出業務に係る支払いや、本データ送信に係る連絡調整を行う。

１ 事業の目的

要介護認定データの国保連合会への送信委託費

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 28百万円（28百万円）※（）内は前年度当初予算額

〇 介護保険法（平成９年法律第123号）第118条の２の規定に基づき、
市町村は要介護認定等情報を厚生労働大臣に提出する必要がある。

〇 国保連合会がとりまとめる管内市町村等から提出される要介護認定
等のデータについて、セキュリティが担保されたネットワークにより
提出を受け、国保中央会が47都道府県分をとりまとめた上で厚生労
働省に提出することに加え、国保連の提出業務に係る支払いや、本
データ送信に係る連絡調整を行う。

〇 成果目標

介護保険総合データベース（介護DB）に要介護認定等の

データが悉皆に格納される。

〇 事業スキーム

〇 所要額

（項）介護保険制度運営推進費

（目）要介護認定調査委託費：27,500千円

〇 実施主体：国保中央会

国

市町村等

収集委託

データ提出
（匿名化を含む）

国保
中央会等

Ａ県国保
連合会

Ｂ県国保
連合会

Ｃ県国保
連合会

市町村等

市町村等

市町村等

市町村等

市町村等
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

〇 「成長戦略フォローアップ工程表」（令和３年６月18日閣議決定）において、データヘルス、健康・医療・介護
のデータ利活用の推進として、関連する他の公的DBとの連結の必要性について検討し、法的・技術的課題が解決で
きたものから順次連結解析を開始することとしており、行政や研究者、民間事業者等が多様な研究に利活用できる
よう所要の改修を行っていく。

〇 これまでの要介護認定情報・介護レセプト等情報に加えて、高齢者の状態やケアの内容等情報であるLIFEデータ
を第三者提供DBに取り込み、第三者に対しデータ提供を可能とするため、LIFEデータの取込み機能や新規項目の追
加等の改修を実施するとともに、研究者等に提供するデータの抽出や集計表の作成等を実施する。

１ 事業の目的

介護保険総合データベースの第三者提供関係経費

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 1.0億円（1.2億円）
※（）内は前年度当初予算額（国庫債務要求（令和４年度～６年度）） ※デジタル庁計上

〇 事業スキーム

〇 所要額

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

（目）情報通信技術調達等適正・効率化推進委託費：102,897千円

〇 実施主体：株式会社等

大学の研究者等からの提供申出

専門委員
による提
供に関す
る審査

○ 年４回程度
実施。

承諾、審査継続、
不承諾の通知

データ連携

委託業者（株式会社等）

○ 提供申出の事前相談、事前審査、資料
作成、専門委員への事前説明等

委託業者（株式会社等）

○ 承諾の場合、データの抽出・集計要件
の調整。

○ データの抽出および申出者への提供。

第三者提供ＤＢ

介護ＤＢ 大学の研究者等
○ 研究の実施、成果の公表。

提供

主な改修事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度

○ ID5（医療被保番ベー
スの識別子）の導入・
収集に伴うデータレイ
アウト等の改修

○ LIFEデータの格納開始
に伴う改修

○ 各種データの紐付け機
能等の強化

令和６年度介護報酬改定及び介護保険制度改
正に伴う機能改修

・第三者提供用データベースの改修・運用
・第三者提供申出に関する業務
・専門委員会の運営に関する業務

国 受託業者（株式会社等）
委託

データ
提供

研究者等

※改修と運用支援で調達は分ける。
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

〇 社会保障・税一体改革においては高齢化が一段と進む2025年に向け地域包括ケアシステムの構築を目指しており、
厚生労働省では、地域包括ケア「見える化」システムを運営して必要な情報を提供し、各保険者が、要介護度別認
定率や一人当たり介護費の地域差等の課題の把握や分析をしやすくするとともに、これらの課題に基づいた介護保
険事業（支援）計画の策定や、その進捗管理等を支援している。

〇 本システムの指標等を活用し、保険者の現状を地域の関係者と共有しつつ、介護保険事業の推進が円滑に進むた
めの改修を行う。

１ 事業の目的

「見える化」推進事業

老健局老人保健課（内線3944）

令和６年度概算要求額 2.6億円（2.7億円）※（）内は前年度当初予算額（国庫債務要求（令和４年度～６年度））

※デジタル庁計上

〇 介護保険総合データベース等の情報から、グラフやマッピング
等の直感的に分かる指標に「見える化」をする事で、介護保険
事業（支援）計画を立案する担当者の策定支援等を推進する。

〇 自治体内の関係者が一元化された情報を共有することで、関係
者間の課題意識や互いの検討状況を共有することができ、自治
体間・関係部署間の連携をしやすくなる。

〇 地域間比較等により、同様の課題を抱える自治体の取組事例等
を参考にすることで、自らに適した施策を検討しやすくなる。

〇 住民も含めた地域の関係者間で、地域の課題や解決に向けた取
組を共有でき、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推
進しやすくなる。

〇 事業スキーム

国
受託
業者

委託 システムを通した
情報提供

都道府県
市区町村
国民

※改修と運用支援で調達は分ける。

主な改修事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度

○ LIFEの収集項目に係る分析
結果等の見える化

○ 国勢調査や社人研データの
様式変更に対応した取込
ツール作成

令和６年度介護報酬改定及び制度改正に伴う指標の追加及
び新指標に関する説明の追加

現状分析機能強化
・ニーズ調査集計機能
・医療計画作成支援データブック機能化
・指標追加および画面改善
・LIFEデータの指標追加

実行管理機能強化
・介護人材需給集計の指標化
保険者機能の拡充

次期介護保険事業計画
策定に伴う将来推計機能等
の強化・改修
・介護人材需給推計登録等
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〇 所要額

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

（目）情報通信技術調達等適正・効率化推進委託費：256,035千円

〇 実施主体：株式会社等



介護テクノロジー導入支援事業（仮称）
（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））〔“介護ロボット導入支援事業・ICT導入支援事業”の発展的見直し〕

老健局高齢者支援課（内線3876、3969）

• 介護人材の確保が喫緊の課題とされる中で、介護ロボットやICT等のテクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進める事により、職員の業務負担軽
減を図るとともに、生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、介護サービスの質の向上にも繋げていく介護現場の生産性向上を一層推進していく
必要がある。

• 「介護ロボット導入支援事業」「ICT導入支援事業」の統合・支援メニューの再構築（※）を行い、介護職員の業務負担軽減や職場環境の改善に取り組む
介護事業者がテクノロジーを導入する際の経費を補助し、生産性向上による働きやすい職場環境の実現を推進する。（※）下線は令和６年度拡充分

１ 事業の目的

２ 補助対象

4 実施主体、実績

３ 補助要件等

【介護ロボット】
⚫ 移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など、厚生労働省・経済産業省

で定める「ロボット技術の介護利用における重点分野」に該当する介護ロボット

【ICT】
⚫ 介護ソフト、タブレット端末、スマートフォン、インカム、クラウドサービス、

他事業者からの照会経費 等
⚫ Wi-Fi機器の購入設置、業務効率化に資するバックオフィスソフト（勤怠管理、シフ

ト管理等）

【介護現場の生産性向上に係る環境づくり】
⚫ 介護ロボット・ICT等の導入やその連携に係る費用
⚫ 見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備

Wi-Fi環境の整備、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動さ
せる情報連携のネットワーク構築経費 等

【その他】
⚫ 上記の介護ロボットやICT等を活用するためのICTリテラシー習得に必要な経費

【介護ロボット】 区分 補助額 補助率 補助台数

○移乗支援

○入浴支援
上限100万円 ３／４

（※）
必要台数

○上記以外 上限30万円

【ICT】 補助額 補助率 補助台数

⚫ 1～10人 100万円

⚫ 11～20人 160万円

⚫ 21～30人 200万円

⚫ 31人～ 260万円

３／４
（※）

必要台数

【介護現場の生
産性向上に係る
環境づくり】

補助要件 補助額・率

⚫ 取組計画により、職場環境の改善（内容検討中）を図り、職員へ

還元する事が明記されている事

⚫ 既に導入されている機器、また本事業で導入する機器等と連携し、

生産性向上に資する取組である事

⚫ プラットフォーム事業の相談窓口や都道府県が設置する介護生産

性向上総合相談センターを活用する事

上限
1,000
万円
3／4

✓ 介護ロボットのパッケージ導入モデル、ガイドライン等を参考に、課題を抽出し、
生産性向上に資する取組の計画を提出すること。（必須要件）

※一定の要件を満たす場合は3/4，それ以外は1/2

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の137億円の内数（137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

実施主体

国 都道府県
基金(国2/3) 介護施

設等

一部助成

➢ 実施都道府県数：45都道府県
（令和３年度）

➢ 都道府県が認めた介護施設等の導入計画件数

※１施設で複数の導入計画を作成することがあり得る

実績 R1 R2 R3
実施都道府県数 15 40 47

補助事業所数 195 2,560 5,371

◼ 介護ロボット導入支援事業
◼ ICT導入支援事業

・都道府県が介護現場の生産性向上を推進する努力義務について規定（令和５年度に介護保険法の一部を改正）
５ その他
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

58 364 505 1,1531,813 2,297 2,720



• 都道府県が主体となった介護現場の生産性向上を推進する取組の広がりは限定的であり、また、既存の生産性向上に係る事業は数多
くあるものの、実施主体や事業がバラバラであり、一体的に実施する必要がある。

• このため、都道府県の主導のもと、介護人材の確保・処遇改善、介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入、介護助手の活用など、
介護現場の革新、生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的・横断的に一括して取り扱い、適切な支援につなぐワンストップ型
の総合的な事業者への支援を可能とする「介護生産性向上推進総合事業」を実施する。

１ 事業の目的

介護生産性向上推進総合事業
（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））

２ 事業の概要・スキーム、実施主体

〈事業イメージ〉

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の137億円の内数（137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

• 都道府県が主体となり、「介護生産性向上総合相談センター」を設置。介護現場革新会議において策定する基本方針に基づき、介護ロ
ボットやICT、その他生産性向上に関する取組を実施する他、人材確保に関する各種事業等とも連携の上、介護事業者に対し、ワン
ストップ型の支援を実施する。

【実施事項】（（１）及び（２）の実施が要件）
（１）介護現場革新会議の開催
（２）介護生産性向上総合相談センターの設置

①介護ロボット・ICT等生産性向上に係る相談窓口（必須）
②人材確保、生産性向上に係る各種支援業務との連携（必須）
③その他

（３）第三者が生産性向上の取組を支援するための費用の
支援（コンサル経費の補助）

実施主体

国 都道府県
基金(国2/3)

介護施
設等

一部助成

• 都道府県が介護現場の生産性向上を推進する努力義務について規定（令和５年度に介護保険法の一部を改正）

３ その他

老健局高齢者支援課（内線3875）
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介護生産性向上推進総合事業
（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））

４ 事業の内容

都道府県を主体とした生産性向上の取組を網羅的に支援する。

（１）都道府県等による介護現場革新会議に係る必要と認められた経費の一部を助成（必須事業）

①都道府県等による介護現場革新会議の設置に伴う必要な経費
②介護事業所の取組（モデル的取組）に必要な経費
（例：第三者がその取組（タイムスタディ調査による業務の課題分析等）を支援するための費用、介護ロ
ボットやICT機器等のハードウェア・ソフトウェアの導入費用（インカム機器、介護記録ソフトウェア、
通信環境整備等に係る費用を含む。）

③都道府県等が取組む介護の魅力発信や職員の定着支援等に要する必要な経費

【補助額】②（１事業所あたり）対象経費の１／２以内（上限５００万円）、①③については必要な経費

（２）介護生産性向上推進総合事業の実施に係る必要と認められた経費の一部を助成

①介護生産性向上総合相談センターの運営に係る費用（必須事業）
〔総合相談センターの事業実施に係る費用〕(例)
・介護ロボット・ICT等に係る相談窓口業務（機器の体験展示、試用貸出、専門相談員、研修費用等）
・介護ロボット、ICT等の効果的な活用・普及に必要な経費（研修・伴走支援費用等）
・その他人材確保、生産性向上に係る各種支援業務との連携

②地域における介護事業所の見える化に関する事業（宣言・表彰等）に係る費用
③介護テクノロジー導入支援事業(基金事業)の実施に係る費用
④その他介護現場の生産性向上に係る事業に要する費用

（３）第三者が生産性向上の取組を支援するための費用の支援（コンサル経費の補助）

①生産性向上ガイドラインに基づき業務改善に取り組む介護事業所に対して、第三者がその取組（タイムス
タディ調査による業務の課題分析等）を支援するための費用の一部を助成

【補助額】（１事業所あたり）対象経費の１／２以内（上限３０万円）

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数（137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

老健局高齢者支援課（内線3875）
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令和６年度概算要求額 8.9億円（5.0億円）※（）内は前年度当初予算額 ※令和４年度第二次補正予算額 3.9億円

• 介護現場の業務効率化を進めるため、テクノロジーの活用を推進しているところであるが、このためには、介護現場に対する導入資
金の支援だけでなく、介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、開発企業が介護ロボット市場に参入しやすい環境を整備す
る必要がある。

• 本事業では、①介護施設・開発企業双方からの介護ロボットに関する相談窓口や開発実証を行うリビングラボ等の「開発・実証・普
及のプラットフォーム」を運営するとともに、②介護ロボット等の導入効果に係る大規模実証、③介護ロボットに関するフォーラム
等による情報発信を行う。

１ 事業の目的

介護ロボット開発等加速化事業

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

老健局高齢者支援課（内線3969）

（１）介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォー
ム事業

・ 相談窓口の設置（全国15箇所）
・ リビングラボの設置（全国８箇所）
・ 地域における介護生産性向上総合相談センター(基金

事業)の支援事業(中央管理事業)
・ 2025年大阪万博での効果的な取組の情報発信に係る
好事例の収集及び普及方策の企画・検討
（相談窓口等と連携）

（２）効果測定事業

・ 生産性向上の取組に係る効果測定事業

（実証施設数[100]施設程度）

（３）福祉用具・介護ロボット実用化支援事業

・ 介護ロボット等に係る生産性向上の取組の情報発信
等を行う。

〈事業イメージ〉

実施主体

国 委託先

委託 介護施設等事業展開

開発企業等 45

【事業実績】 令和４年度 全相談窓口における相談件数 1,139件

（※）下線は令和６年度拡充分



２ 事業の概要

⚫ 介護現場の負担軽減を加速化するため、居宅介護支援事業所と介護サービス事業所の間で交わされるケアプラン
データ連携を実現するためのシステムを公益社団法人国民健康保険中央会に構築。

⚫ 令和５年度から継続して、システム導入当初に運営基盤の安定化を図るため運用・保守のための費用を要求すると
ともに、調査研究の結果を踏まえ、システム機能追加のための費用を要求する。

１ 事業の目的

ケアプランデータ連携システム構築事業

令和６年度概算要求額 3.2億円（2.7億円）※（）内は前年度当初予算額 ※令和４年度第二次補正予算額：２.1億円

３ 実施主体等

国
公益社団法人

国民健康保険中央会

補助金

報酬
請求

報酬
請求

地域独自
のデータ
連携基盤

API

【主なシステムの改修】
⚫ Ｒ５年度に改訂する「標準仕様」に対応す

るための改修
⚫ 既に地域で連携を行っているサービス等と

連携するためのＡＰＩ開発
⚫ その他、パイロット運用及び本格運用によ

り顕在化した課題に対応するための改修

令和６年３月に
改訂予定。改訂
に対応する改修

老健局高齢者支援課（内線3876）
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令和６年度概算要求額 1.7億円（1.7億円）※（）内は前年度当初予算額

• 国として生産性向上ガイドラインやセミナーにより、自治体主導での介護現場革新・生産性向上の取組を推進しており、令和６年度
は基金事業等で更なる自治体主導での取組の推進を図ることとしている。

• 介護職員へのスキルアップ研修や法人間の連携による生産性向上の取組に係る調査研究・実証を行い、ICTの導入・利活用促進を図る。
• 「介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ」を踏まえ、職員の待遇改善・人材育成・生産性の向上等に取り組む事業者・職
員を総理大臣が表彰等する仕組みを早期に導入し、優良事例の横展開を図る。

１ 事業の目的

介護事業所における生産性向上推進事業

２ 事業の概要

①生産性向上に係るセミナー等の実施
介護事業所が主体的に生産性向上に取り組めるよう、生産性向上ガイドラインの理解促進、好事例の横展開等を目的としたセミナーや、
生産性向上の機運を高めるためのフォーラムを開催し、生産性向上の取組の普及・加速化を図る。

②法人間の連携による生産性向上の取組や、介護職員へのスキルアップ、ICTの効果的取り組みの横展開に関する調査研究
○ 令和５年度の調査研究事業の成果を踏まえ、法人間の連携による生産性向上の取組や、介護分野のテクノロジー活用に必要なＩＣ
Ｔスキル習得のための一連の学習プログラムを試行し、ポイントをまとめる。

○ 2025年大阪万博での効果的な取組の情報発信に係る好事例の収集及び普及方策の企画・検討（データ連携の側面）

③ 「介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰」に係る事務局の設置
「介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰」について、都道府県との調整や情報の取りまとめ、選考委員会の運営などの事
務局としての業務を行うとともに、表彰を通じた好事例集を作成する。

※下線は令和６年度拡充分

国 委託先

委託 介護施設等事業展開

自治体

３ 実施主体等

老健局高齢者支援課（内線3876）

令和４年度 セミナー参加事業所（法人）数 487

４ 事業実績等
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①認知症に係る地域支援事業の充実 【86億円の内数 （社会保障充実分）】

・認知症初期集中支援チームの設置 ・認知症地域支援推進員の設置 ・「チームオレンジ」の整備
・認知症の人と家族への一体的支援の推進

②認知症施策推進大綱の取組の推進（認知症総合戦略推進事業） 【5.5億円（ 5.5億円）】

・広域的な認知症高齢者見守りの推進 ・認知症の普及相談、理解の促進 ・若年性認知症支援体制の拡充 ・認知症本人のピア活動の促進
・認知症本人・家族に対する伴走型の支援拠点の整備

⑤成年後見制度の利用促進 【13.0億円（ 8.1億円）】 【137億円の内数等】

・成年後見制度利用促進のための相談機関やネットワークの構築などの体制整備 ・市民後見人等の育成 ・成年後見人等への報酬

⑥認知症研究の推進 【16.5億円（ 12.3億円）】

・各種コホートの構築、認知症の病態解明、バイオマーカー開発、創薬の推進など、予防・診断・治療、リハビリテーションモデル等に関する研究
開発および社会的課題に関する実態調査など認知症施策推進のための研究

③認知症疾患医療センターの運営 【13.2億円（ 12.9億円）】

・地域での認知症医療提供体制の拠点としての活動の支援 ・地域包括支援センター等地域の関係機関とも連携した診断後等の支援
・新規治療薬の治療及び精密な診断治療が可能な認知症医療体制の拠点整備

④認知症理解のための普及啓発等 【45百万円（ 40百万円）】

・認知症への社会の理解を深めるための普及・啓発 ・日本認知症官民協議会を核とした社会全体の取組の推進（認証制度の創設等）

認知症施策推進大綱等に基づく施策の推進（全体像） 老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）

◆ 令和元年６月に政府においてとりまとめられた「認知症施策推進大綱」（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）に基づき、認知
症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していく。

◆ また、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の成立を踏まえた施行の準備を行う。

１ 事業の目的
令和６年度概算要求額 141億円（128億円）※（）内は前年度当初予算額

２ 事業の概要
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⑦大阪・関西万博における認知症に関する情報発信事業 【36百万円（ 新規）】

・大阪・関西万博時の展示物などの取組みを検討

⑧その他・認知症サポーターの養成 ・認知症介護研究・研修センターの運営、認知症サポート医の養成、介護従事者による認知症ケアの向上の

ための研修の実施等の人材育成 ・ 地域における認知症施策の底上げ・充実のための重点支援 ・地域包括支援センター等におけるICT等導入支援

事業 等 48



【事業の概要】
○認知症初期集中支援推進事業
「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター、認知症疾患医療センター等に配置し、認知症専門医の指導の下、保健師、介護福
祉士等の専門職が、認知症が疑われる人、認知症の人やその家族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを実
施する。

○認知症地域支援・ケア向上事業
認知症の人ができる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関の連携支援

や、認知症の人やその家族を支援する相談業務、地域において「生きがい」をもった生活を送れるよう社会活動参加のための体制整備等を
行う「認知症地域支援推進員」を配置する。
（推進員の業務内容）
・状況に応じた適切なサービスが提供されるよう、医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関の連携を図るための取組
・認知症の人やその家族を支援する相談支援や支援体制を構築するための取組
・そのほか、一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力の向上を図るための支援、認知症グループホームなどでの在宅生活継続のた
めの相談・支援、認知症カフェ等の設置やボランティアによる認知症の人の居宅訪問、認知症の人の社会参加活動の体制整備、認知症
の人とその家族を一体的に支援するプログラムを提供するための事業に関する企画及び調整

※ 以下の内容は令和６年度の新規要求事項
・認知症地域支援推進員が、若年性認知支援コーディネーターと連携し、若年性認知症の人への対応を行った場合に、その事務に要する
経費を補助することを可能とする。

・認知症地域支援推進員等が、夜間・休日等の時間外に認知症の人等からの相談や対応に応じた場合やオンライン機器を活用して相談や
対応を行った場合等に、それらの事務に要する経費を補助することを可能とする。

○認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業
市町村がチームオレンジコーディネーターを配置し、地域の認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ

仕組みとして「チームオレンジ」を整備し、その運営を支援する。

【実施主体】：市町村

【負担割合】：１号保険料23／100、国38.5／100、都道府県19.25／100、市町村19.25／100

【事業実績】： 実施保険者数：1,555保険者※の内数（※）本事業が含まれる地域支援事業の包括的支援事業（社会保障充実分）の実施保険者数

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられるよう、市町村において、認知症の早期診断・早期対応

に向けた支援体制の構築、地域の実情に応じた認知症施策の推進、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ仕組み
（チームオレンジ）の整備を図る。

１ 事業の目的

認知症総合支援事業（地域支援事業）

令和６年度概算要求額 86億円の内数 （86億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）
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※消費税率引上げに伴う社会保障の充実等については、予算編成過程で検討



地域包括支援センター等における ICT等導入支援事業

○地域包括支援センターのICT等導入支援事業【新設】

①地域包括支援センターにおける介護予防サービス計画の検証のためのデータ連携や総合相談支援
業務の効果的な実施のためのデータ共有システムの構築に係る経費の助成

②その他センターの業務負担軽減やアクセスしやすい環境構築に資するICT導入に係る経費の助成

２ 事業の概要・スキーム

⚫今後更に増加する認知症の方や、その家族、地域住民が、より長くいきいきと地域で暮らし続けることができるよう、認知症の方やそ
の家族を含めた包括的な支援・権利擁護を図るため、相談支援や関係者との連携調整を担う地域包括支援センターの体制整備を図るこ
とが重要である。

⚫今般の改正介護保険法においては、地域包括支援センターが行う業務の標準化・重点化及びＩＣＴの活用など、その業務の質を確保し
ながら職員の負担軽減方策を講じるため、①地域包括支援センターが行う包括的・継続的ケアマネジメント支援業務に介護予防サービ
ス計画の検証を追加した上で介護予防支援の指定対象を指定居宅介護支援事業者に拡大する、②総合相談支援業務の一部を指定居宅介
護支援事業者等に委託可能とする措置を講じたところ。【令和６年４月１日施行】

⚫本事業では、センターが行う総合相談支援業務等についてＩＣＴやチャットボット等の活用などを支援し、センターの業務負担の軽減
を進めながら、地域の関係機関との連携の強化、多様な世代の家族介護者や地域住民がセンターにアクセスしやすい環境の構築を図る
ことで、センターが求められる機能を最大限発揮できる体制を構築する。

１ 事業の目的

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3982）

令和６年度概算要求額 ２．７億円

【実施主体】

⚫ 市町村

【補助率】

⚫ 国１／２

【参考】

⚫「経済財政運営と改革
の基本方針2023」

（令和５年６月16日

閣議決定）

⚫「全世代型社会保障
構築会議」

（令和４年12月16日）

各市町村

地域包括支援センター

データ共有システム
の構築等

３ 実施主体等

関係機関

ケアマネ
事業所

地域密着
型事業所

ブランチ

負担軽減・効率化に資するICT導入

負担軽減・効率化に資するICT導入

ブランチ

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ

＜事業イメージ＞
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Chatbot

データ共有システムの構築等
による業務の効率化の推進

地域の関係機関の情報共有
の推進による連携強化

オンライン相談の実施など、認
知症の人やその家族などを含
む多様な世代がアクセスしやす
い環境の整備



【事業の概要（実施主体 ※民間団体等へ委託可）】
１ 先駆的な取組の共有や、広域での連携体制の構築 (都道府県）
（主な事業内容）
・ 広域の見守りネットワークの構築
・ 専門職の派遣等による認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の活動支援
・ 認知症医療と介護の連携の枠組み構築

２ 認知症の人や家族が気軽に相談できる体制の構築、認知症の理解の促進構築
(都道府県、指定都市）

３ 若年性認知症の人の状態やライフステージに応じた適切な支援 (都道府県、指定都市）
（１）若年性認知症支援コーディネーターの設置
（２）若年性認知症のネットワークの構築や認知症の人のニーズ把握のための取組
（３）若年性認知症の人の社会参加活動の支援
（４）若年性認知症支援のための全国的な相談体制の充実

４ 認知症本人のピア活動の促進 (都道府県、指定都市）

５ 認知症伴走型支援拠点の整備の推進 (市町村）

【負担割合】 国1/2 ※３（４）のみ定額

【事業実績】 令和３年度：４7都道府県、18指定都市、３市町村

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

令和元年６月に政府においてとりまとめられた「認知症施策推進大綱」（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）に基づ
き、適時・適切な医療・介護等の提供、若年性認知症の人への支援、地域での見守り体制の確立など認知症高齢者等にやさしい地域づく
りを推進していくことを目的とする。

１ 事業の目的

認知症総合戦略推進事業

令和６年度概算要求額 5.5億円（5.5億円）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）
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【事業の概要】

以下の機能を担う認知症疾患医療センターに対し、その運用に係る経費を補助する。

・専門的医療機能 … 鑑別診断とそれに基づく初期対応、認知症の行動・心理症状と身体合併症への急性期対応、専門医療相談

・地域連携拠点機能 … 認知症に関する情報発信・普及啓発、認知症医療に関する連携体制強化・研修実施

・診断後等支援機能 … 診断後の認知症の人や家族に対し、今後の生活等に関する不安が軽減されるよう相談支援を実施

・事業の着実な実施に向けた取組の推進 … 都道府県・指定都市が行う取組への積極的な関与

また、令和６年度要求においては、認知症の疾患修飾薬が認知症疾患医療センターの一部で投与可能となることを見据え、投与対象となる認知症疾患医療セン

ターでの相談対応等（※）が増加することが見込まれることから、その運用に係る経費を加算として補助する。
（※）薬剤投与についての地域の医療機関や一般の人からの相談対応、受診後に疾患修飾薬投与非対象であった者への支援を含む地域の医療機関等との連携 等

【実施主体】 【補助率】 【備考】

・都道府県・指定都市 ・国１/２ ・（事業実績）全国499カ所、318圏域／全335圏域 ※令和４年10月現在

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

認知症疾患医療センター運営事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3974）

令和６年度概算要求額 13億円（13億円） ※（）内は前年度当初予算額

認知症施策推進大綱（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）（抜粋）

認知症疾患医療センターの設置数 全国で500カ所、二次医療圏ごとに1カ所以上（2020年度末）KPI/目標

○ 認知症疾患医療センターの設置・運営を通じて、地域の関係機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断とその初期対応、認知症の
行動・心理症状と身体合併症の急性期治療に関する対応、専門医療相談、診断後の相談支援等を実施する。

○ また、地域保健医療・介護関係者への研修等を行うことにより、地域において認知症に対して進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を
提供できる機能体制の構築を図り、事業の着実な実施を推進していくことを目的とする。
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第２ 具体的な施策

３．医療・ケア・介護サービス

（１）早期発見・早期対応、医療体制の整備

（認知症疾患医療センター）

○ 都道府県は、二次医療圏ごとに地域の医療計画との整合性を図り、認知症疾患医療センターを計画的に整備する。
〇 診断の際に、地域の当事者組織の連絡先を紹介するなど、地域の実情に応じ、認知症の人やその家族の視点に立った取組を実施すること等
を通じ、診断直後の本人や家族に対する医療的な相談支援、継続した日常生活支援の提供等を行う。



【事業の概要】
（１）認知症サポーター養成講座を円滑に実施するための支援等

（キャラバン・メイト養成研修等の実施や講師派遣、認知症サポーター養成講座にかかる市町村等への運営助言・情報発信、
認知症サポーター等のデータ集計・分析・データベース化など）

（２）認知症サポーター優良活動報告会の開催や、認知症サポーターの更なる地域での活躍を促進する取組
（３）オレンジ・チューターを養成するための全国研修の実施
（４）認知症サポーターホームページの運用

【実施主体】 民間団体等（公募） 【負担割合】 定額 【事業実績】公募により選定した１者が上記事業を実施。

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

認知症施策推進大綱（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）に基づき、認知症サポーター養成講座の講師役であるキャ
ラバン・メイト及び認知症サポーターを都道府県、市町村、全国的組織を持つ職域団体や企業（以下「養成主体」と総称する。）が養成
する際の支援、これらの活動状況の把握や優良活動事例を広く周知する報告会等を行うことにより、地域や職域における認知症サポー
ターの活動支援を図るとともに、認知症サポーターの士気の向上や、国民の認知症に関する意識の啓発を図ることを目的とする。

１ 事業の目的

認知症サポーター等推進事業

令和６年度概算要求額 28百万円（28百万円）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）

第２.具体的な施策

１．普及啓発・本人発信支援

（１）認知症に関する理解促進

〇 認知症に関する正しい知識を持って、地域や職域で認知症の人や家族を手助けする認知症サポーターの養成を引き続き推進する。特に、
認知症の人と地域で関わることが多いことが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の従業員等をはじめ、人格形成の重要な時期で
ある子供・学生に対する養成講座を拡大する。

認知症施策推進大綱（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）（抜粋）

企業・職域型の認知症サポーター養成数400万人（認知症サポーター養成数1200万人（2020年度））

毎年、継続して表彰された小・中・高校生認知症サポーターの創作作品等を周知
KPI/目標
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【実施主体】

認知症介護研究・研修センターを設置する都県市

・東京都（社会福祉法人 浴風会 東京都）
・仙台市（社会福祉法人 東北福祉会 仙台市）
・愛知県（社会福祉法人 仁至会 愛知県）

【負担割合】 定額

【事業実績】３都県へ補助を行い、上記法人が左記事
業を実施。

３ 実施主体等

（１）認知症介護の専門技術に関する実践的な研究の実施
・ 我が国における認知症高齢者の介護に関する研究の中核的機関と
して位置づけ、認知症高齢者の介護の専門性を高め、質の高い介護
技術を理論化することを目的として、大学や研究機関等との連携に
よる学際的共同研究を推進する。

（２）認知症介護の専門技術に関する指導・普及を行う専門職員に対する
養成研修等の実施

・ 介護の専門性を高めることを目的に、実践的な介護研修を体系的に
実施し、人材の育成と確保に努める。

・ 必要に応じ各地方公共団体等が実施する認知症介護に関する研修に
協力。

（３）認知症介護の専門技術に関する国内外の人材交流や各種情報の収
集・提供

・ 国際的視野に立った研究を遂行するため、先端研究の情報収集とそ
れらの公開、提供を行うとともに、国内外の研究・研修機関との情報
交換と人材交流を積極的に推進する。

（４）高齢者虐待の防止及び養護者支援に関する調査・研究
・ 高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に
対する支援に資する事項に関する調査及び研究を行う。

（５）認知症地域支援体制構築の検討（東京都のみ実施）
・ 認知症地域支援の取組の先進事例等の収集・整理・分析を行うとと
もに、その分析結果等に基づき、地域資源連携のあり方等を自治体に
対して提示し、情報共有とその普及を図る。

２ 事業の概要

今後急速に増加することが見込まれる認知症高齢者に対する介護等の支援を適切かつ効果的に行う観点から、認知症介護研究・研修セ
ンターにおいて、処遇技術に関する臨床的な研究を行うとともに、認知症介護に関する研修のための全国的な連携体制（ネットワーク）
を形成し、認知症介護の専門職員の養成を行い、全国の介護保険施設・事業所等にその成果の普及を図る。

１ 事業の目的

認知症介護研究・研修センター運営事業

令和６年度概算要求額 3.3億円（3.3億円）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）

北海道・東北・四国・中国地区関東・新潟・九州・沖縄地区 中部・近畿地区
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【事業の概要】
（１）認知症普及啓発事業

・ 世界アルツハイマーデーの時期にあわせて、国民の認知症に関する理解を促進するための取組を実施する。
・ 令和5年通常国会で成立した認知症基本法で新たに位置づけられた「認知症の日」及び「認知症月間」について、国民に広く周知するための取組
を行う

（２）認知症分野における官民連携・バリアフリー普及啓発事業
・「日本認知症官民協議会」の開催・運営（官民協議会参画団体との連絡調整・総会の開催等）
・ 協議会に設置されたワーキンググループ（バリアフリーWG)等の運営
・ 認知症の人への接遇に関する手引きの作成
・ 認知症バリアフリー宣言等の運用・周知・広報

【スキーム・実施主体】 国 → 民間団体等（委託により実施）

【事業実績】 （１）（２）それぞれ１者が上記の事業を実施

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

（１）認知症普及啓発事業
・「世界アルツハイマーデー」（９月21日）は世界保健機関（WHO）と「国際アルツハイマー病協会」（ADI）が共同で制定したものであり、この日を中心にアル
ツハイマー病の啓蒙を実施することとされている。また、９月の１か月間を「世界アルツハイマー月間」と定め、世界各地で様々な認知症に関する取組が行われてい
ることから、厚生労働省としても認知症に関する正しい知識の浸透を図る絶好の機会と捉え、令和２年１月に任命した５名の「希望大使」による認知症の人本人がま
とめた「認知症とともに生きる希望宣言」の展開など総合的かつ集中的な普及・啓発活動を行うことにより、認知症施策の一層の推進を図る。
・また、令和5年通常国会で成立した認知症基本法で新たに位置づけられた「認知症の日」及び「認知症月間」について国民への周知を行うとともに、認知症基本法
の内容について国民への浸透を図る。
（２）認知症分野における官民連携・バリアフリー普及啓発事業
・認知症に係る諸問題への対応が社会全体において求められているという共通認識の下、医療介護関係者だけでなく、自治体・企業など幅広い関係者の参画を得て、
社会全体で認知症に関する取組の活性化を図る「日本認知症官民協議会」を核として、認知症の人への接遇に関する手引きの作成や、認知症に関する取組を積極的に
行っている企業等を「見える化」する観点等から、認知症バリアフリー宣言の運用等を行う。

１ 事業の目的

認知症普及啓発等事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3973）

令和６年度概算要求額 45 百万円（40百万円）※（）内は前年度当初予算額

第２ 具体的な施策
１．普及啓発・本人発信支援
（１）認知症に関する理解促進
○ 世界アルツハイマーデー（毎年９月21日）及び月間（毎年９月）の機会を捉えて認知症に関する普及・啓発イベントを集中的に開催する。
また、ＳＮＳ（厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室フェイスブック等）を活用し、認知症予防を含む各種取組やイベント情報、認知症
予防に関するエビデンス及び調査研究事業の成果物の紹介等を発信する。

認知症施策推進大綱（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）（抜粋）

毎年、アルツハイマーデー及び月間における総合的かつ集中的な普及・啓発イベントを実施KPI/目標
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１ 事業の目的

大阪・関西万博における認知症に関する情報発信事業

２ 事業の概要・スキーム

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）

【事業の概要】
・認知症に対する正しい知識と理解を広め、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」社会の実現に向け
メッセージを発信するとともに、令和元年に策定された「認知症施策推進大綱」の対象期間が2025年までとされていることも踏まえ、認知
症の人（本人）や家族も参画し、産官学が一丸となって取り組む姿をアピールする。

・具体的には、大阪・関西万博開催中（令和７年４月13日～10月13日）に設けられるテーマウィーク（時期未定）において、諸外国の普及
啓発イベントとのコラボ行事、会場全体のオレンジドレスアップ、認知症当事者トークイベント、関係学会の研究成果発表、認知症サポー
ター養成講座、認知症を正しく理解するための展示、こども向け認知症体験、など様々な取組みを検討する。

・令和６年度は、認知症（施策）に知見のある有識者等により万博での企画を検討するとともに、認知症を正しく理解するための展示
として、日本と諸外国の認知症（施策）の歴史をひもとくため、各時代で認知症の人を診察していた医師、地域の保健師、認知症の人の
家族等の関係者への取材等を通じて、その証言や関係者が所有している写真等を収集し、万博において展示物として発信出来るよう準備
を進める。

【スキーム・実施主体】 国 → 民間団体等（委託により実施）

【事業実績】 新規

・かつて人類は、「認知症になると記憶がすべて無くなり、何も分からなくなってしまう」と考えていた時代が続いた。また、日本
では、「認知症」が「ぼけ」や「痴呆」と言われ、周囲からの偏見を招き、不当な拘束を受けた認知症の人がいたことも事実である。
現在、認知症はだれもがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含め、多くの人にとって身近なものと

なっている。また、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の
視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進している。

・世界中の国々が半年間にわたり同じ場所に集う万博の特徴を活かし、世界で最も早いスピードで高齢化が進んできた我が国や諸外
国の認知症施策の歴史を振り返るとともに、我が国の認知症に関する国家戦略である「認知症施策推進大綱」に基づく取組を紹介し、
世界中において、認知症になっても、希望を持って自分らしく暮らし続けることができる社会の実現に寄与することを目的とする。
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令和６年度概算要求額 36百万円（ー）※（）内は前年度当初予算額
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〈実施主体〉 市町村（委託可）

〈基 準 額〉1,000千円/取組

〈補 助 率〉1/2

〈実 績〉 264市町村（令和4年度）

○ 第二期基本計画に盛り込まれた令和６年度末までのＫＰＩ達成に向け、中核機関の整備状況が十分でない市町村の体制整備を後押しする
ため、全ての都道府県において、司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の場を設けるなど市町村支援機能の強化を図る。

（都道府県による協議会の設置：令和4年4月1日現在 19都道府県 令和６年度末 全都道府県）

○ 市町村においては、全ての市町村において中核機関の整備を進め、中核機関の立ち上げ後は、権利擁護支援の地域連携ネットワークを持
続可能な形で運営できるよう、中核機関における調整体制や後見人の苦情対応等にかかる関係機関間連携の構築など中核機関のコーディ
ネート機能の更なる強化を図る。

（市区町村による中核機関の整備：令和４年４月1日現在 935市区町村 令和６年度末 全市区町村）

１ 事業の目的

都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化
（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：「成年後見制度利用促進体制整備推進事業」）

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

令和６年度概算要求額 7.8億円（4.0億円）※（）内は前年度当初予算額

社会・援護局地域福祉課成年後見制度利用促進室
（内線2228）

中核機関未設置

市町村

中核機関設置済

市町村

中核機関コーディネート機能強化事業中核機関立ち上げ支援事業

都道府県による市町村支援機能強化事業

市
町
村

都
道
府
県

【必須】 ①司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の実施

②市町村・中核機関等の職員向け研修の実施

【加算】 ①体制整備アドバイザーの配置・派遣

②相談窓口の設置と権利擁護支援総合アドバイザーの配置等

〈実施主体〉都道府県（委託可）

〈基 準 額〉1,000千円/必須取組

4,000千円/加算取組

（1都道府県あたり最大10,000千円）

〈補 助 率〉1/2 〈実 績〉41都道府県（令和4年度）

〈実施主体〉市町村（委託可）

〈基 準 額〉 600千円

〈補 助 率〉 1/2

〈実 績〉 58市町村（令和4年度）

① 調整体制の強化
② 受任者調整の仕組み化

③ 広域連携の実施
対応困難事案の支援円滑化

（参考）中核機関の整備状況

都道府県

新体制整備支援や職員研修の実施、支援困難事案等への支援

－ 事業の実施・関係性のイメージ －

市町村支援
機能強化

中核機関
整備

コーディネート
機能強化

（コーディネート機能強化の取組）

（市町村支援機能強化の取組）
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見守り・預金の引き出しの立ち
合いなど本人の意思決定の支援

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

新たな権利擁護支援策構築に向けた「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施
（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：「持続可能な権利擁護支援モデル事業」）

【実施主体】 都道府県・市町村（委託可） 【基準額】 １自治体あたり 5,000千円 【補助率】 3/4 １自治体あたり 10,000千円 【補助率】 1／2

●３つのテーマに関して、多様な主体の参画を得ながら、利益相反関係等の課題の整理を含め、既存の関係性や手法に限定しない持続可能な権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。

[1]

[2]

取組例のイメージ
取組例のイメージ

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

法人後見 ・ 日常生活自立支援事業

社福法人

委託、補助

取組例のイメージ

専門職などによる研修実施、専門相談、監査等
のフォローアップ体制

島しょ部・山間部など担い手
が確保できない地域等に限
定した実施を想定

委託、補助

市町村

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○障害福祉サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、
損害保険の子会社 等

意思決定サポーター
による社会生活上の
意思決定支援

○市民後見養成研修修了者
○当事者団体の方 等

本人

監督・支援団体
○成年後見・権利擁護・金銭管理に精
通した専門職の団体

○社会福祉協議会などの福祉関係団体

日常的な金銭管理のサポート

監督・後方支援 監督・後方支援

都道府県社協

都道府県

基金等のしくみ

委託、補助

民間企業 地域住民 市町村社協 受任法人

○分配ルールの公表
○ルールに基づいた分配
○受領団体の公表

◎権利擁護支援

地域の権利擁護
支援活動の広報

寄付、遺贈等

権利擁護支援について社会課題の共有・
参画方法の提示・支援の柔軟性確保

個人や一般的な法人後見では難しい事案
を受任できる組織体制を整備
＜支援員＞
○支援困難事案に対応できる専門職
○地域の市町村社会福祉協議会
○社会福祉法人 等

都道府県等 都道府県等社協

委託、補助

専門職団体 警察

精神保健福祉
のアドバイザー

市町村
相談・依頼

支援困難な状態が終了した際には、
一般的な法人後見や市民後見人等に移行

法人後見
けん制しあう関係

令和６年度概算要求額 1.8億円（98百万円）※（）内は前年度当初予算額

[１]法人後見の取組に民間事業者等の参画を促す取組
[２]日常生活自立支援事業の取組に民間事業者等の参画を促す取組

市町村が関与した新たな生活支援（金銭管理等）・意
思決定支援に関する取組

[１]寄付等による多様な主体の参画を促す取組
[２]支援困難事案に都道府県等が関与する取組

１ ２ ３

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供

①の[1]以外の取組 ①の[1]の取組

○ 第二期成年後見制度利用促進基本計画に基づき、成年後見制度（民法）の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策の検討
を進めるため、令和４年度から実施している「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実践事例の拡充を行う。（35カ所 40カ所）

○ 具体的には、新たな権利擁護支援策の構築に向けて、各種の取組（下図①、②及び③）の実践事例を通じた分析・検討を深め、取組の
効果や制度化・事業化に向けて解消すべき課題の検証等を進める。

○ そのうち法人後見に関する取組（下図①[1]）については、これまでのモデル事業の実践や令和5年度に策定する「法人後見（業務委託型）実施の手引
き（案）」をもとにその実施の促進を図りつつ、取組拡大に向けて解消すべき課題の把握・検証等を行い、その成果を当該手引きの成案策定に反映する。

１ 事業の目的

本人

〈実績〉 10自治体（令和4年度）
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○ 認知症高齢者の増加等に伴い、今後更に増大及び多様化する権利擁護支援ニーズに対応するためには、中核機関による支援のみなら
ず福祉・行政・法律専門職など地域連携ネットワークの多様な主体による支援についても、その機能を高めることが重要である。

○ このため、第二期基本計画に盛り込まれた令和６年度末までのKPI達成に向け、全ての都道府県において意思決定支援研修の実施に取
り

組むとともに、本人の状況に応じた効果的な支援を進めるため、成年後見制度と日常生活自立支援事業、生活保護制度など関連諸制度との連携

強化に取り組む。併せて、オンラインを活用した効果的な支援の実施を進める。

（都道府県による意思決定支援研修の実施：令和４年４月１日現在 16都道府県 令和６年度末 47都道府県）

１ 事業の目的

地域連携ネットワーク関係者の権利擁護支援の機能強化
（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：「互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業」）

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

＜実施主体＞都道府県、指定都市（委託可）
＜基 準 額＞ 5,000千円

＜補 助 率＞ 1/2 

＜実 績＞ 10自治体（令和4年度）

・ 判断能力が不十分な本人の置かれた状況に応じた適切な支援を受けら

れるよう、日常生活自立支援事業から成年後見制度等への適切な移行を

進める取組など、成年後見制度と既存の権利擁護支援策や自立に向けた

他の支援策等との連携強化に取り組む。

・ 中山間地、離島などの市町村において、司法専門職等の地域偏在によ

り支援が受けにくい状況等を解消するため、互助・福祉・司法における

相談支援等の場面において、オンラインの活用を図る。

令和６年度概算要求額 1.3億円（1.1億円）※（）内は前年度当初予算額

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

○ 都道府県による意思決定支援研修等推進事業

＜実施主体〉都道府県、市町村（委託可）
＜基 準 額＞ ①意思決定支援研修の実施 1,000千円

②その他、権利擁護支援の強化を図る研修の実施 300千円

＜補 助 率＞ 1/2 ＜実 績＞ 70自治体（令和4年度）

○ 成年後見制度と権利擁護支援策等の連携強化事業

厚生労働省

都道府県等

専門職団体

都道府県社協

委託や講師依頼

市民後見人・
親族後見人等

意思決定支援
研修の実施

市町村・中核機関職員
福祉・司法の関係者

支援チームの編成と
支援環境の調整

本人への説明 本人を交えた
ミーティング

・ 都道府県等において、厚生労働省が養成した講師等を活用し、地域連
携ネットワークの関係者を対象にした意思決定支援研修を実施する。

・ 市町村等において、地域の実情に応じて、地域連携ネットワークの関

係者を対象にした権利擁護支援の強化を図る研修を実施する。

○ 互助・福祉・司法の効果的な支援を図るオンライン活用事業

＜実施主体＞都道府県、市町村（委託可）
＜基 準 額＞ 300千円

＜補 助 率＞ 1/2 

＜実 績＞ 34自治体（令和4年度）

オンラインによる
相談等を実施

成年後見制度

日常生活自
立支援事業

生活保護
制度

その他の
権利擁護
支援策

法律専門職 権利擁護支援チーム制度間の移行調整等を行う連携コーディネータの配置等

対
応
力
ア
ッ
プ
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【事業の概要（実施主体）（負担割合）】
① 権利擁護人材育成事業 地域医療介護総合確保基金（介護分）（令和６年度概算要求額）１３７億円の内数

成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人材の育成を総
合的に推進する。
（実施主体：都道府県）（負担割合：負担割合：国2/3、都道府県1/3 ）

② 成年後見制度利用支援事業 地域支援事業 （令和６年度概算要求額）１，９３３億円の内数
低所得の高齢者に対する成年後見制度の申立てに要する経費や成年後見人等に対する報酬の助成等を行う。
（実施主体：市町村）（負担割合：１号保険料23／100、国38.5／100、都道府県19.25／100、市町村19.25／100）

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

今後、高齢化に伴い認知症高齢者等の増加が見込まれる中、認知症高齢者等がその判断能力に応じて必要な介護や生活支援サービスを受
けながら日常生活を過ごすことができるよう、認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上
の金銭管理等の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、認知症高齢者等の権利擁護に関
する取組を推進。

１ 事業の目的

認知症高齢者等の権利擁護に関する取組の推進

令和6年度概算要求額 137億円の内数（137億円の内数）、 1,933億円の内数（1,933億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3973）

研修修了者

認知症
高齢者等

相談

中核機関、権利擁護
センター 等

成年後見制度利用促進
体制整備推進事業

②成年後見制度
利用支援事業

認知症
高齢者等

制度
利用

制度
利用

・申立て費用
・報酬

財政支援

・弁護士会
・司法書士会
・社会福祉士会
・家庭裁判所 等

連携

養成

介護保険サービス等の
利用援助

日常生活上の金銭管
理等の支援

身上監護に関する
法律行為の支援

財産管理に関する
法律行為の支援

【生活支援員（日常生活自立支援事業）】 【市民後見人（成年後見制度）】

判断能力の変化に応じた、切れ目のない、一体的な支援の確保

判断能力が不十分 判断能力を喪失

①権利擁護人材育成事業
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【事業の概要】
○認知症の予防、診断、治療、リハビリテーション、ケア等のための研究
○研究基盤の構築
○産業促進・国際展開
（１）認知症研究開発事業
◆ 認知症臨床研究の中心となるコホート・レジストリ
・大規模認知症コホート研究
・認知症層別化コホート研究
・薬剤治験に即刻対応できるコホートを構築する研究
・遺伝性認知症を対象としたコホートの構築研究

◆ バイオマーカー研究
・認知症診断に資するバイオマーカー研究

◆ 病態解明を目指した研究
・認知症ゲノム研究

（２）認知症政策研究事業
◆ 認知症施策の推進に資する調査研究
・独居認知症高齢者等の地域での暮らしを安定化・永続化するための研究
・若年性認知症の病態・診療及びその援助に関する実態調査と治療及び支援に導く
プロセスを検討する研究

・認知症の遠隔医療およびケア提供を促進するための研究 等

【実施主体等】

補助先：（１）国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）

※AMEDにおいて公募により研究者・民間事業者等を選定

（２）研究者・民間事業者等（公募により選定）

補助率：定額

事業実績：令和4年度実施研究課題

（１）17課題 （２）9課題

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

○ 認知症臨床研究の中心となるコホート・レジストリ研究、認知症診断に資するバイオマーカー研究、認知症ゲノム研究など病態解明
を目指した研究及び認知症政策の推進に資する調査研究等を実施し、認知症施策推進大綱に掲げられた目標の達成を図る。

１ 事業の目的

認知症研究の推進（認知症研究開発事業、認知症政策研究事業）

令和6年度概算要求額 16億円（12億円）※（）内は前年度当初予算額

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3871）

前臨床期（脳内病変は生じているが認知症症状が現れていない者）を対象とし、
治験に対応できる高い水準でデータ収集を行い、円滑な治験実施を目的としたコ
ホート研究。

長期にわたって高齢者を追跡し、認知症発症者と未発症者を比較して発症に関連
する危険因子、予防因子を同定。
（対象者）認知症発症前の者（健常、軽度認知障害）、一部認知症患者
（規模）～12,000

大規模認知症コホート

J-TRC （薬剤治験即応コホート）

『トライアルレディコホート（J-TRC）構築研究』を令和元年10 月31 日より開始
https://www.j-trc.org/

第２ 具体的な施策 ５．研究開発・産業促進・国際展開 （１）認知症の予防、診断、治療、ケア等のための研究、（２）研究基盤の構築

認知症施策推進大綱 （令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）（抜粋）

・認知症のバイオマーカーの開発・確立 ・日本発の認知症の疾患修飾薬候補の治験開始

・認知症の予防・治療法開発に資するデータベースの構築と実用化 ・薬剤治験に即刻対応できるコホートを構築

KPI/目標

令和6年度新規研究
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DCTの概念を活用した臨床研究体制構築研究
アルツハイマー病の疾患修飾薬等の社会実装に伴う効果的な診断・
治療方法の確立と普及を目指す研究
認知症研究プラットフォーム研究 等

https://www.j-trc.org/


都道府県計画を踏まえて事業を実施。（実施主体：都道府県、負担割合：国2/3・都道府県1/3、令和４年度交付実績：47都道府県）

２ 事業の概要・実施主体等

○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・「資質の向上」・

「労働環境・処遇の改善」等に資する事業を支援する。

１ 事業の目的

地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保に関する事業分）
※メニュー事業の全体

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3878）

令和６年度概算要求額 137億円（137億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 新人介護職員に対するエルダー・メンター（新人
指導担当者）養成研修

○ 管理者等に対する雇用改善方策の普及

・管理者に対する雇用管理改善のための労働関
係法規、休暇・休職制度等の理解のための説
明会の開催、両立支援等環境整備（＊）

・介護従事者の負担軽減に資する介護テクノロ
ジー（介護ロボット・ ＩＣＴ）の導入支援

・総合相談センターの設置等、介護生産性向上
の推進

○ 介護従事者の子育て支援のための施設内保育
施設運営等の支援

○ 子育て支援のための代替職員のマッチング等
の介護職員に対する育児支援（＊）

○ 介護職員に対する悩み相談窓口の設置

○ ハラスメント対策の推進

○ 若手介護職員の交流の推進

○ 外国人介護人材受入施設等環境整備 等

○ 介護人材キャリアアップ研修支援

・経験年数3～5年程度の中堅職員に対する研修、喀痰
吸引等研修、介護ｷｬﾘｱ段位におけるｱｾｯｻｰ講習受講

・介護支援専門員、介護相談員育成に対する研修

○ 各種研修に係る代替要員の確保、出前研修の実施

○ 潜在介護福祉士の再就業促進

・知識や技術を再確認するための研修の実施

・離職した介護福祉士の所在やニーズ等の把握（＊）

○ チームオレンジ・コーディネーターなど認知症ケアに携
わる人材育成のための研修

○ 地域における認知症施策の底上げ・充実支援

○ 地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修

○ 認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成

○ 介護施設等防災リーダーの養成

○ 外国人介護人材の研修支援

○ 外国人介護福祉士候補者に対する受入施設における
学習支援 等

○ 地域における介護のしごとの魅力発信

○ 若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介
護の職場体験

○ 高齢者など地域の住民による生活支援の担い手の
養成、支え合い活動継続のための事務支援

○ 介護未経験者に対する研修支援（＊）

○ 介護事業所におけるインターンシップや介護の周辺
業務等の体験など、多様な世代を対象とした介護の
職場体験支援（＊）

○ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまで
の一体的支援、参入促進セミナーの実施、ボランティア
センターやシルバー人材センター等との連携強化（＊）

○ 人材確保のためのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾎﾟｲﾝﾄ活用支援

○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進

○ 介護福祉士国家資格取得を目指す外国人留学生や
１号特定技能外国人等の受入環境整備

○ 福祉系高校修学資金貸付、時短勤務、副業・兼業、
選択的週休３日制等の多様な働き方のモデル実施 等

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位、市区町村単位での協議会等の設置
○ 介護人材育成や雇用管理体制の改善等に取組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営・事業者表彰支援（＊） ○ 離島、中山間地域等への人材確保支援

※赤字下線（令和６年度拡充分）
＊付き下線（事業の類型化）は
予算編成過程で検討※新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業は、新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえて予算編成過程で検討。
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２ 事業のスキーム・実施主体等

１ 事業の目的・概要

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数（137億円の内数） ※（）内は前年度当初予算額 （事項要求）

○ 介護福祉士の資格取得を目指す外国人留学生の確保を図るため、留学生に対して、就労予定先の介護施設等（受入介護施設等）が介

護福祉士養成施設等の奨学金等を給付する場合に、その費用の一部を助成する事業を実施。

○ 昨今、諸外国と人材確保の競争が激しくなっており、外国人留学生が安心して学習・就労を行うための更なる環境整備を図ることが

重要であることから、外国人介護人材確保に資する成果を上げている受入介護施設等の負担軽減を図り、受入環境整備の取組みを更に

支援することが必要となっている。

○ このため、こうした介護人材の確保等に積極的に取り組む受入介護施設等について、その公費補助の割合を１／３から１／２に引き

上げることにより、受入介護施設等による奨学金給付の充実を通じて、留学生の就学期間中のより一層の支援を図る。

外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー（外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業）

＜留学生の支援例＞

○１年目：日本語学校
学費：月５万円
居住費：月３万円

○２年目･３年目：介護福祉士養成施設
学費：月５万円
入学準備金：２０万円（初回に限る）
就職準備金：２０万円（最終回に限る）
国家試験受験対策費用：４万円（年額）
居住費：月３万円

・受入介護施設等の奨学金等の総額
に対して補助
・補助率： 1/2（※）・1/3
（受入介護施設等の負担：1/2・
2/3）
※介護人材の確保等に係る一定の条
件を満たした場合、補助率を1/2
に嵩上げ

経費助成

受入介護施設等

都
道
府
県
（
委
託
可
）

奨学金等の
貸与・給付

留
学
生
（
日
本
語
学
校
・
養
成
施
設
）

３ 事業実績

◆ 実施自治体数：28道県※ 令和３年度実績

社会・援護局福祉基盤課
（内線）2894

国補助
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外国人介護福祉士資格取得支援指導者養成研修等事業（仮称）
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー（外国人介護人材研修支援事業）

○ 外国人介護人材については、介護保険部会の意見書において「日本語学習や生活相談の支援とともに介護福祉士の資格取得支援等を

推進することが必要である」とされており、介護福祉士の資格取得に向けた支援が重要となっている。

○ しかしながら、技能実習生や１号特定技能外国人は、介護福祉士資格取得を目指した制度ではないため、就労しながら資格取得する

までの具体的な道筋や、学習支援の手法が明確ではなく、受入施設の方針次第で学習方法等が大きく異なっている状況にある。

○ そのため、どの施設で勤務していても、適切な学習支援等が行われるよう、都道府県内の関係機関が連携して、①適切な指導法に関

する知識・技能を有する指導者の養成を行うとともに、②養成した指導者を各受入施設に派遣し、施設の教育担当職員や外国人介護人

材本人に向けた学習支援体制・指導方法・学習方法などについて助言を行う事業を実施することとする。

１ 事業の目的

２ 事業の概要・スキーム

社会・援護局福祉基盤課
（内線）2894

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数（137億円の内数） ※（）内は前年度当初予算額 （事項要求）

◆ 実施主体：都道府県 ◆ 補 助 率 ：国２／３

３ 実施主体等

①指導者養成の実施

都道府県内の受入施設の外国人教育担当職員等を対象に、外
国人介護人材の学習支援方法に関する知識や技能に関する研修
等を実施

②外国人教育者チームの派遣

・上記により養成した指導者等からなる「外国人教育者チー
ム」を構成

・外国人受入施設に対して、外国人教育者チームを派遣して、
介護福祉士資格取得等に向けた以下の支援を実施

ア 受入施設の教育担当者に向けた学習支援体制・指導方法
等に関する助言

イ 外国人介護人材について、本人の日本語能力等を総合的
に判断し、その状況に応じた学習方法等に関する助言

外国人教育者チームを派遣

養成した指導者等からなる外国人教育者チームの派遣を希望

外 国 人 介 護 人 材

受 入 施 設

指導者養成研修の開催

県下の
養成施設の教員

参加

県下の受入施設の
指導的役割にある者

県下の
日本語学校講師

都 道 府 県

【①指導者養成の実施イメージ】

【②外国人教育者チームの派遣イメージ】
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介護テクノロジー導入支援事業（仮称）
（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））〔“介護ロボット導入支援事業・ICT導入支援事業”の発展的見直し〕

老健局高齢者支援課（内線3876、3969）

• 介護人材の確保が喫緊の課題とされる中で、介護ロボットやICT等のテクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進める事により、職員の業務負担軽
減を図るとともに、生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、介護サービスの質の向上にも繋げていく介護現場の生産性向上を一層推進してい
く必要がある。

• 「介護ロボット導入支援事業」「ICT導入支援事業」の統合・支援メニューの再構築（※）を行い、介護職員の業務負担軽減や職場環境の改善に取り組む
介護事業者がテクノロジーを導入する際の経費を補助し、生産性向上による働きやすい職場環境の実現を推進する。（※）下線は令和６年度拡充分

１ 事業の目的

２ 補助対象

4 実施主体、実績

３ 補助要件等

【介護ロボット】
⚫ 移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など、厚生労働省・経済産業省

で定める「ロボット技術の介護利用における重点分野」に該当する介護ロボット

【ICT】
⚫ 介護ソフト、タブレット端末、スマートフォン、インカム、クラウドサービス、

他事業者からの照会経費 等
⚫ Wi-Fi機器の購入設置、業務効率化に資するバックオフィスソフト（勤怠管理、シフ

ト管理等）

【介護現場の生産性向上に係る環境づくり】
⚫ 介護ロボット・ICT等の導入やその連携に係る費用
⚫ 見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備

Wi-Fi環境の整備、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動さ
せる情報連携のネットワーク構築経費 等

【その他】
⚫ 上記の介護ロボットやICT等を活用するためのICTリテラシー習得に必要な経費

【介護ロボット】 区分 補助額 補助率 補助台数

○移乗支援

○入浴支援
上限100万円 ３／４

（※）
必要台数

○上記以外 上限30万円

【ICT】 補助額 補助率 補助台数

⚫ 1～10人 100万円

⚫ 11～20人 160万円

⚫ 21～30人 200万円

⚫ 31人～ 260万円

３／４
（※）

必要台数

【介護現場の生
産性向上に係る
環境づくり】

補助要件 補助額・率

⚫ 取組計画により、職場環境の改善（内容検討中）を図り、職員へ

還元する事が明記されている事

⚫ 既に導入されている機器、また本事業で導入する機器等と連携し、

生産性向上に資する取組である事

⚫ プラットフォーム事業の相談窓口や都道府県が設置する介護生産

性向上総合相談センターを活用する事

上限
1,000
万円
3／4

✓ 介護ロボットのパッケージ導入モデル、ガイドライン等を参考に、課題を抽出し、
生産性向上に資する取組の計画を提出すること。（必須要件）

※一定の要件を満たす場合は3/4，それ以外は1/2

令和６年度概算要求額 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の137億円の内数（137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

実施主体

国 都道府県
基金(国2/3) 介護施

設等

一部助成

➢ 実施都道府県数：45都道府県
（令和３年度）

➢ 都道府県が認めた介護施設等の導入計画件数

※１施設で複数の導入計画を作成することがあり得る

実績 R1 R2 R3
実施都道府県数 15 40 47

補助事業所数 195 2,560 5,371

◼ 介護ロボット導入支援事業
◼ ICT導入支援事業

・都道府県が介護現場の生産性向上を推進する努力義務について規定（令和５年度に介護保険法の一部を改正）
５ その他
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

58 364 505 1,1531,813 2,297 2,720



２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

介護職員処遇改善加算等の取得促進事業
老健局老人保健課（内線2177、3959）

令和６年度概算要求額 2.７ 億円（2.0億円）※（）内は前年度当初予算額

⚫介護職員等ベースアップ等支援加算の新規取得や、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の新規取
得・より上位区分の加算取得を引き続き強力に進めるため、介護サービス事業所等に対する研修会や専門的な相談員
（社会保険労務士など）の派遣を通じた個別の助言・指導等の支援を行う。

成果目標

⚫本事業により、介護職員等特定処遇改善加算を中心に、
加算の新規取得や、より上位区分の加算取得の更なる支
援をすることで、加算の算定率の向上を図る。

所要額

⚫介護保険事業費補助金：217,457千円（150,428千円）

⚫要介護認定調査委託費： 49,647千円（ 49,752千円）

国 都道府県
指定都市

補助
（10/10）

○事業スキーム（補助事業：217,457千円）

介護サービス
事業所等

研修会・個別
訪問等の実施

受託業者
(株式会社等)

委託 介護サービス
事業所等

訪問等の
実施

○事業スキーム（委託事業：49,647千円）

国
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備に関する事業分）

老健局高齢者支援課（内線3928）

令和６年度概算要求額 352億円（352億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、今後急増する高齢単身世帯、夫婦のみ世帯、認知症高齢者等が可能な限り住み慣れた地域において継続して日常生
活を営むことを可能とするため、都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を
行うとともに、令和６年度においては地域のニーズ等に適したメニューの充実や、令和５年度が終期となっているメニューの見直し等を行う。

• 基金を活用し、以下の事業を、都道府県計画を踏まえて実施。 ＜実施主体等＞

【対象事業】
１．地域密着型サービス施設等の整備への助成
① 可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域密着型サービス施設・事業所等の整備に対して支援。
※定員30人以上の広域型施設の整備費は平成18年度に一般財源化され、各都道府県が支援を実施。

② 対象施設を合築・併設を行う場合に、それぞれ補助単価の５％加算を実施。
③ 空き家を活用した地域密着型サービス施設・事業所等の整備について支援を実施。
④ 介護離職ゼロ50万人受け皿整備と老朽化した広域型施設の大規模修繕を同時に進めるため、介護離職ゼロ対象サービスを整備
する際に、あわせて行う広域型特別養護老人ホーム等の大規模修繕・耐震化について支援を実施。＜令和５年度までの実施＞

⑤ 一定の条件の下で、災害レッドゾーン・災害イエローゾーンに立地する老朽化等した広域型介護施設の移転建替（災害イエロー
ゾーンにおいては現地建替も含む。）にかかる整備費の支援を実施。

２．介護施設の開設準備経費等への支援
① 特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費の支援を実施。
※定員30人以上の広域型施設を含む。

② 在宅での療養生活に伴う医療ニーズの増大に対応するため、訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置に
必要な設備費用等について支援を行う。

③ 土地取得が困難な地域での施設整備を支援するため、定期借地権（一定の条件の下、普通借地権）の設定のための一時金の支援
を実施。

④ 施設整備候補地（民有地）の積極的な掘り起こしのため、地域の不動産事業者等を含めた協議会の設置等の支援を実施。また、
土地所有者と介護施設等整備法人のマッチングの支援を行う。

⑤ 介護施設で働く職員等を確保するため、施設内の保育施設の整備、介護職員用の宿舎の整備に対して支援を実施。
＜令和５年度までの実施＞

３．特養多床室のプライバシー保護のための改修等による介護サービスの改善
① 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室における多床室のプライバシー保護のための改修費用について支援を実施。
② 特別養護老人ホーム等のユニット化改修費用について支援を実施。
③ 介護療養型医療施設等から老人保健施設等（介護医療院を含む）への転換整備について支援を実施。
④ 施設の看取りに対応できる環境を整備するため、看取り・家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行う施設の改修費用について支援を実施。
⑤ 共生型サービス事業所の整備を推進するため、介護保険事業所において、障害児・者を受け入れるために必要な改修・設備について支援を実施。

＜令和４年度交付実績＞42都道府県
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※消費税率引上げに伴う社会保障の充実等については、予算編成過程で検討



２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
老健局高齢者支援課（内線3928）

令和６年度概算要求額 16億円＋事項要求（国土強靱化分）（12億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 高齢者施設等は、地震や火災発生時に外に避難することが困難な高齢者が利用しているため、災害時においても利用者の安全を確保するとともに、その機能を維持
することが重要であり、防災・減災対策及び新型コロナウイルス感染拡大防止対策を推進する施設及び設備等の整備の推進により、防災・感染防止体制の強化を図る。

施設種別 補助率 上限額 下限額

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模

多機能型居宅介護事業所等の宿泊を伴う事業、介護医療院（※）

※ 令和６年度まで実施
定額補助

○スプリンクラー設備（1,000㎡未満）
・スプリンクラー設備を整備する場合 9,710円／㎡
・消火ポンプユニット等の設置が必要な場合 9,710円／㎡＋2,440千円／施設

○自動火災報知設備 1,080千円／施設（300㎡未満）
○消防機関へ通報する火災報知設備 325千円／施設（500㎡未満） 等

なし

施設種別（※「小規模」とは、定員29人以下のこと。以下同じ） 補助率 上限額 下限額

小規模特別養護老人ホーム、小規模介護老人保健施設、小規模ケアハウス、小規模介護医療院
定額補助

1,540万円/施設 80万円/施設

ただし、非常用自家発電設備はなし小規模養護老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 等 773万円/施設

給水設備

施設種別 補助率 上限額 下限額

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、介護医療院 国 １／２

自治体 １／４

事業者 １／４

なし

総事業費500万円/施設

小規模特別養護老人ホーム、小規模介護老人保健施設、小規模軽費老人ホーム、小規模養護老人ホーム、小規模介護医療院
なし

認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 等

非常用自家発電設備（ⅰ）

水害対策に伴う改修等（ⅱ）

施設種別 補助率 区分 上限額 下限額

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホー

ム、介護医療院

国 １／２
自治体 １／４
事業者 １／４

ⅰ なし 総事業費500万円/施設

ⅱ なし 総事業費80万円/施設

① 既存高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業

③ 高齢者施設等の非常用自家発電・給水設備整備事業・水害対策強化事業

② 認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

施設種別 補助率 上限額 下限額

ブロック塀等の改修
特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、介護医療院、認知症高齢者グループホーム、小
規模多機能型居宅介護事業所、老人デイサービスセンター 等

国 １／２
自治体 １／４
事業者 １／４

なし なし

換気設備 入所系の介護施設・事業所 定額補助 4,000円/㎡ なし

④ 高齢者施設等の安全対策強化事業・換気設備設置事業

○ 高齢者施設等については、火災発生時に自力で避難することが困難な方が多く入所しているため、消防法令の改正に伴い、新たにスプリンクラー設備等の整備が必要となる施設に対して、その設置を促進

○ 高齢者施設等の利用者等の安全・安心を確保するため､耐震化改修、水害対策に伴う改修等や施設の老朽化に伴う大規模修繕等（※）を促進

○ 高齢者施設等が、災害による停電・断水時にも、施設機能を維持するための電力・水の確保を自力でできるよう、非常用自家発電設備（燃料タンクを
含む）、給水設備（受水槽・地下水利用給水設備）の整備、水害対策に伴う改修等を促進

○ 災害によるブロック塀の倒壊事故等を防ぐため、高齢者施設等における安全上対策が必要なブロック塀等の改修を促進。また、風通しの悪い空間は感染リスクが高いこ
とから、施設の立地等により窓があっても十分な換気が行えない場合等にも定期的に換気できるよう、換気設備の設置※を促進。

※地域医療介護総合確保基金を活用して令和２年度第１次補正予算から実施していた事業を移管

国

都道府県

定員30人
以上の
施設等

②整備計画

交付申請

③採択

交付決定

④採択

交付決定

①整備計画

交付申請

補助の流れ

市区町村

定員29人
以下の
施設等

＜令和４年度交付決定＞
472自治体 68

※「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく社会福祉施設等の耐震化等については、予算編成過程で検討



令和６年度概算要求額 ２5億円（２5億円）※（）内は前年度当初予算額

• 介護保険制度の適正な運営を図るため、自立支援・重度化防止に向けた高齢者の社会参加など老人保健福祉サービスの実施や、虚弱
高齢者に対する予防、認知症施策、介護人材確保対策などに関し、審議報告において検討が必要とされた事項等に関する調査研究に
取り組む必要がある。

• 本事業は、これらの検討を行うために必要な先駆的、試行的な調査研究事業等に対する所要の助成を行うものであり、今後の介護保
険制度の適正な運営及び老人保健福祉サービスの一層の充実に資するために必要な経費である。

１ 事業の目的

老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

老健局総務課（内線391８）

成果目標

・高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等

に関わる先駆的、試行的な事業等に対し助成を行い、もって、老

人保健福祉サービスの一層の充実や介護保険制度の適正な運営に

資することを目的とする。

・国の政策課題に即して設定した全調査研究課題（テーマ）数に

対し、１件以上採択する。

事業スキーム

国

②
公
募

⑤
補
助

③
応
募

⑦
報
告

⑥
助
言
・

協
力

【参考：過去の実績等】

30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

年度予算額(A) 26.9億円 24.2億円 25.7億円 24.7億円 24.7億円

調査研究
テーマ数

168テーマ 195テーマ 185テーマ 168テーマ 154テーマ

採択事業数 (B) 164事業 181事業 179事業 152事業 153事業

テーマ数に対し
て採択した割合

93％ 90％ 95％ 90％ 98％

①政策課題
に即した
テーマ設定

④事業評価
・

採択事業決定

成果を
政策立案・
展開に活用

評価委員会
（外部有識者）

都道府県・市町村・民間団体

（10/10）

年金・医療等
に係る経費

義務的経費
裁量的経費
（社保充）

裁量的経費
（左記以外）

復興特会

○
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２事業概要、実施主体等

１．【未然防止】のための支援

①地域住民向けのシンポジウム等の開催（2017年～）

高齢者虐待防止法の普及促進、介護保険の適切な利用推進などを目的としたシンポジウム等の開催

②地域住民向けリーフレット等の作成（2017年～）

・高齢者虐待防止法の通報・窓口の周知徹底、適切な利用などを推進するためのリーフレット等の作成

・民生委員、自治会・町内会等の地域組織や保健医療福祉関係機関等との協力連携を図るため、高齢者虐待が発生した場合の地域連携体制の構築のためのマニュアル
を作成

③養護者による虐待等（セルフ・ネグレクト含む）につながる可能性のある困難事例での専門職の派遣（アウトリーチ）（2019年～）

養護者による虐待等（セルフ・ネグレクト含む）につながる可能性があるものの、市町村での対応が難しい事例について、市町村・介護支援専門員等と連携の下、必
要時専門職を派遣し、介護負担・ストレスの軽減に向けた精神的・医療的な支援や、関係機関・団体へのつなぎ等を実施

２．【早期発見、迅速且つ適切な対応（悪化防止）】のための支援
①身体拘束ゼロ作戦推進会議（2007年～）
身体拘束廃止に向けた関係機関との連絡調整・相談機能の強化を図るための会議

②権利擁護推進員養成研修（2007年～）
・施設長など介護施設内において指導的立場にある者を対象に、職員のストレス対策や利用者の権利擁護の視点に立った実践的介護手法の修得等に関する研修
・介護施設等における虐待防止研修を実施する講師を養成するための研修

③看護職員研修（2007年～）
介護施設等の看護指導者・実務者を対象に、利用者の権利擁護等を推進するための研修プログラムの作成方法の習得や高齢者の権利擁護に必要な援助等を行うため

の実践的な知識・技術の修得等に関する研修
④市町村職員等の対応力強化研修（2017年～）

市町村職員等を対象にした管内市町村等の効果的な取組事例の紹介等による横展開により対応力の強化を図るための研修
⑤権利擁護相談窓口の設置（2007年～）

困難事例への対応に対する市町村等の助言・支援、養護者からの相談を受け適切な関係機関へのつなぎ支援、成年後見制度の手続きに対する高齢者等に対する相談
等を行うため、弁護士・社会福祉士等の専門職を配置した権利擁護相談窓口の設置

⑥ネットワーク構築等支援（2017年～）
高齢者虐待防止に関するネットワークが未整備の市町村に対するアドバイザー派遣や措置に伴うシェルター等居室確保等に係る広域調整等

３．【再発防止】のための支援
虐待対応実務者会議等の設置（2020年～）
・虐待対応実務者会議～都道府県の指導監督部局や市町村の虐待対応部局の実務者等で構成される会議を開催し、虐待の発生・増減要因の精査・分析や連絡・対応体
制の構築などのため、連携強化を図る
・虐待の再発防止・未然防止策検証会議～死亡等重篤事案の虐待が発生した事案の要因分析及び相談・通報から終結までの虐待対応を評価・検証を行い、虐待防止に
関する調査計画策定（再発・未然防止策等）の検討を行うために、専門職等のアドバイザーの派遣等の実施
・市町村等の指導等体制強化～介護施設等における虐待防止検討委員会の運営指針の整備、研修の実施等に係る指導等のための専門職の派遣

高齢者権利擁護等推進事業（介護保険事業費補助金）
老健局高齢者支援課（内線3966）

令和６年度概算要求額 1.4億円（1.4億円）※（）内は前年度当初予算額

「高齢者の尊厳の保持」の視点に立って、虐待防止及び虐待を受けた高齢者の被害の防止や救済を図り、高齢者の権利擁護を推進

■事業主体 ： 都道府県 ■補助率 ： １／２
■補助対象経費：高齢者権利擁護等推進事業の実施に必要
な賃金、報償費、報酬、旅費、需用費、役務費、委託料、
使用料及び賃借料、備品購入費、負担金

■令和４年度事業実施：45都道府県

１事業目的
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３ スキーム

２ 事業の概要・実施主体等

１ 事業の目的

感染症等の拡大防止等に係る介護事業所及び従事者に対する研修等支援事業

• 新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、介護事業所は通常とは異なる

サービス形態で、また、介護従事者においては感染者又は濃厚接触者とな

るリスクを抱えながら継続して介護サービスを提供する必要がある。

• 令和３年度介護報酬改定においては、感染症や災害が発生した場合であっ

ても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、

全ての介護サービス事業者を対象に、一定の経過措置を設け、業務継続計

画（BCP）の策定、研修・訓練の実施等が義務づけられた。

• 多くの介護従事者は感染症や標準的な感染対策についての教育を受けてい

るとは限らず、感染対策を行った上で事業継続ができるよう感染症対応力

向上が必要であり、本事業では、介護従事者向けの研修（集団及び実地）

の開催、介護事業所におけるBCP作成支援等を行う。また、事業所・施設

内での研修の実施に活用できる、 eラーニング（「介護施設・事業所の職

員向け感染症対策力向上のための研修教材」の配信）を実施する。

所要額

• 介護従事者向けの研修、eラーニング等の実施

要介護認定調査委託費：50,000千円（50,000千円）（＋ 0千円）

事業スキーム（実施主体、対象者、補助率等）

【事業者・従事者への支援】

専門家による研修（集団及び実地）
感染対策等への疑問や不
安を解消し就業を継続

【事業所への支援】

介護事業者
又は指導者クラス BCP策定研修 事業継続に活用

事業所毎に
BCP策定

成果目標

本事業を通じ、介護事業所及び介護従事者の感染対策力等の向上を図

り、安定した事業基盤の整備に繋がり事業継続が可能となる。

４ その他

「令和３年度介護報酬改定の審議報告」Ⅱ令和３年度介護報酬改定の対応

１．感染症や災害への対応力強化（１）

①感染症対策の強化

②災害継続に向けた取組の強化

eラーニングの実施

国
介護施設・

事業所等

委託
研修参加

研修等受託業者

（株式会社等）

令和６年度概算要求額 50百万円（50百万円）※（）内は前年度当初予算額

老健局高齢者支援課（内線3928）

令和４年度研修参加者：【事業者・従事者への支援】179事業所

【事業所への支援】24,081事業所
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実施主体等

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業
老健局総務課介護保険指導室

（3958）

○ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下、「集合住宅」という）等に併設している介護サービス事業所の行政処分の割
合は、併設以外と比較して多くなっているという実態がある。

○ このため、主として集合住宅に入居する高齢者に対して介護サービスを提供する事業所（以下、「集合住宅関連事業所」という。）
への重点的な運営指導が可能となるよう、都道府県及び市町村における指導体制の強化を図る。

厚生労働省

都道府県等
補助（定額） 指導

集 合 住 宅 関 連 事 業 所

○ 利用者の囲い込みをしていると考えら
れるサービス事業者に着眼し、サービス
提供にかかるケアプランの見直し等に基
づく返還等により介護給付費の削減を図
る。

○ 同一自治体内での他の集合住宅関連事
業所が行う過大サービス提供への抑止力
及び牽制

○ 自治体における効果的指導手法の確立
→好事例は全国会議等で紹介

○ 集合住宅関連事業所を指導対象として重点的に選定し、識見を有する介護支援専門員や
自治体職員ＯＢを交えた特別運営指導チームを組織して指導・監査に臨む。
＊事務受託法人への一部委託可能。

特別運営指導
チ ー ム

※識見を有する介
護支援専門員や指
導監査職員OB等

利用者

（本人）

通所介護

訪問介護居宅介護支援

◆ 実施主体 都道府県、市町村
◆ 補助上限 １自治体２５０万円（定額）

※実施回数が多い自治体は６００万円
◆ 事業実績 ６自治体（令和４年度）

集合住宅５カ所
以上選定

成果目標

＜スキーム図＞

年金・医療等
に係る経費

義務的経費
裁量的経費
（社保充）

裁量的経費
（左記以外）

復興特会

○

令和６年度概算要求額 40百万円（40百万円）※（）内は前年度当初予算額

※ 法令上の基準の確認に加えケアプランのみをチェックす
るだけではなく、実際にサービスを提供している事業所の個
別サービス計画、利用者本人の同意（意向）等も含め包括
的に確認等。
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

東日本大震災の避難指示区域等での介護保険制度の特別措置（復興）
老健局介護保険計画課（内線2264）

令和６年度概算要求額 7.9億円（9.2億円）※（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村）が、東日本大震災により被災した介護保険の被保険者について、第一号保険料や利用者負担の免除措置を行った場合の
財政支援を行うことで、当該保険者の介護保険事業運営の安定化を図る。

厚生労働省

（補助率2/10）
・第一号保険料免除分（※）

・利用者負担免除分

【事業スキーム】

保険者

【事業イメージ】【事業の概要】
保険者（市町村）が、東京電力福島第一原発の事故により

設定された帰還困難区域等の住民及び一部上位所得層を除く
旧緊急時避難準備区域等の住民について、介護保険の保険料
や利用者負担の免除措置を延長する場合に、引き続き保険者
の負担を軽減するための財政支援を行う。

実施主体：保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合：国10/10

※ 財源構成割合（復興特会：特別調整交付金）は、令和３年度以降は２：８。

被保険者

保険者厚生労働省

復興庁

申請

補助

第1号保険料や利用者
負担の免除措置

予算の移替え

【復興特会】
介護保険災害臨時特例補助金

※ 第二号保険料免除分は医療保険制度で予算計上 73



②避難指示区域等の被保険者等の第１号保険料の免除に対する財政支援

③避難指示区域等の被保険者等の第２号保険料の免除に対する財政支援

4.2億円（5.3億円）

0.6億円（0.6億円）

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区域等の住民及び一部上位所得層を除く旧緊急時避難準備区
域等の住民について、介護保険の利用者負担や保険料の免除の措置を延長する場合には、引き続き保険者の負担を軽減
するための財政支援を行う。 （※上位所得者とは、被保険者個人の合計所得金額633万円以上の者）

①避難指示区域等の被保険者等の利用者負担額の免除に対する財政支援 3.7億円（3.8億円）

利用者負担額
（1割または2割(3割)）

公 費（50%）

第２号保険料（27％）第１号保険料（23%）
保険給付

②により支援 ③により支援 ①により支援
※ 財源構成割合（復興特会：特別調整交付金）を、①②については平成２６年度以前は全額復興特会であったが２７年度から９：１に、２９年度から８：２、令和元年度は６：４、２年度は４：６、３年度は２：８に変更。

各医療保険者（都道府県国保、国保組合）の③については平成２６年度以前は８：２であったが２７年度から７：３に、２９年度から６：４、令和元年度は４：６、２年度は２：８に変更。

令和６年度概算要求案 8.5億円
東日本大震災復興

特別会計

【参考】東日本大震災の避難指示区域等での介護保険制度の特別措置

利用者負担
免除関係

保険料
減免関係

年度 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【平成26年までに解除された地域】
広野、楢葉（一部）、川内（一部）、南相馬（一部）、田村

保険料

周
知
期
間

1/2 ×
特例
終了

窓口 ○ ○

【平成27年に解除された地域】
楢葉（残り全域）

保険料 ○ 1/2 ×
特例
終了

窓口 ○ ○ ○

【平成28年に解除された地域】
葛尾（一部）、川内（残り全域）、南相馬（一部）

保険料 ○ ○ 1/2 ×
特例
終了

窓口 ○ ○ ○ 〇

【平成29年に解除された地域】
飯舘（一部）、浪江（一部）、川俣、富岡（一部）

保険料 ○ ○ ○ 1/2 ×
特例
終了

窓口 ○ ○ ○ ○ 〇

【令和５年度からの見直し内容について】
・平成29年４月以前に避難指示区域等の指定が解除された地
域を対象とする。また、避難指示区域等の指定が解除されて
からの期間をきめ細かく考慮して施行することとした。
・被保険者の急激な負担増を防ぐ観点から、複数年にかけて段
階的に見直す。
・保険料については、見直し開始年度は保険料の半額の免除に
対して財政支援を実施する。
・利用者負担については、見直し開始年度及び見直し開始年度の
次年度については、被保険者等の利用者負担の減免に対する全
額の財政支援を実施する。

（）内は前年度当初予算額
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３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

原発被災地の医療・介護保険料等の収納対策等支援
（復興・保険局計上分）

令和６年度概算要求額 1.0億円 （1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

保険局国民健康保険課（内線3256）
保険局高齢者医療課 （内線3199）
老健局介護保険計画課（内線2164）

原子力災害被災地域における医療・介護保険料等の減免措置については、「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復
興の基本方針（令和３年３月９日閣議決定）を踏まえ、被災者の方々の実態を把握している関係自治体の御意見を聞きながら、丁寧に調整
を行い、令和５年度から順次、見直すことを決定した。
減免措置の見直しの実施に当たっては、これまで10年以上にわたって免除対象であった被保険者から新たに保険料（税）を徴収するため、

滞納によって、市町村の財政状況が悪化しないよう、国・市町村において、以下の取組が必要となる。
①国：当該減免措置の見直しを決定をした趣旨を全国の被保険者に周知し、理解いただく必要があることから、相談窓口（コールセン
ター）を設置し、被保険者が負担なく相談できる体制を整備すること

②市町村：収納率低下を防ぐため、通常の保険料（税）の徴収時に比べ、より一層、労力をかけて（あるいは勧奨の頻度を上げて）丁寧
にきめ細かく（体制整備を含め）収納・滞納対策を実施する必要があること

上記取組については、関係市町村からも財政支援を強く要望されているところであり、福島県内の12市町村の財政安定化に向けた支援や
12市町村以外の福島県内市町村も含めた収納・滞納対策に係る取組に対し、引き続き令和6年度も所要の財政措置を実施する。

● 実施主体：国（厚生労働省）
県内市町村等（広野町、楢葉町、川内村、田村市、南相馬市、葛尾村、飯舘村、浪江町、川俣町、富岡町、大熊町、双葉町等）

● 補助率 ：国（復興特会） 10/10

①国分：国（厚生労働省）のコールセンター設置：約0.15億円
：福島県内の12市町村の住民及び福島県以外に居住する対象者の医療・介護保険料等に関する不安や疑問に対応するため、コールセンターを
設置。フリーダイヤルとし、負担なく相談できる体制を整備。

②市町村分：福島県内市町村が実施する以下の取組について一定の上限を設け補助：約0.85億円
《取組》口座振替等の勧奨通知等（口座振替等による保険料（税）の自動引き落としを推奨するための勧奨通知の作成・送付費用）

収納業務委託（外部の民間業者や国保連合会に収納事務を委託する場合の委託費用）
滞納対策等のための非常勤職員増員（納付相談や滞納処分を実施するために非常勤職員を増員した場合の人件費）

《補助上限額》保険料減免見直し対象市町村：対象人口等を考慮して上限額を設定
避難者の多い県内市町村：対象人口等を考慮して上限額を設定
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※国は所要額を福島県に交付

※福島県が実施主体となり、介護施設等に対して運営支援のための助成を

実施（令和４年度交付実績：27施設・事業所）

●入所施設
避難指示解除区域等の介護施設を対象に、長期避難者の受け入

れに対応するサービス提供体制を構築することによる緊急的な財
政負担の軽減を目的として、特例的に助成を行う。
また、各施設は、介護人材の確保、新規の施設入所を進めると

ともに、経営強化を図っていくため、経営の専門家からの助言を
受けた上で「経営強化計画」を作成しており、令和５年度におい
てはこの見直しを行う場合に支援する。

＜対象施設＞
避難指示解除区域等の介護施設であって、
令和２年度に支援を受けている施設（一定の要件を満たすもの）

＜助成内容＞
介護報酬の減収相当額
※ 運営支援については、入所者数に対する介護職員
数の割合に応じて、補助額を補正

●訪問系サービス再開等促進事業
避難指示解除区域の居宅サービスのうち、訪問介護、訪問入浴

介護、訪問看護、及び訪問リハビリテーションが安定的に提供さ
れるよう、事業の再開を促進することを目的として、特例的に助
成を行う。
また、各訪問系サービス事業所に対して、経営強化を進めるた

め、経営の専門家からの助言を受けた上で、「経営強化計画」を
作成することを支援する（計画作成経費は補助対象）。

＜対象事業所＞
避難指示解除区域内の事業所避難指示解除区
域内にサービスがない場合の外部の事業所

＜助成内容＞
介護報酬の一定割合（10%）を補助

福島介護再生臨時特例補助金（長期避難者の早期帰還のための介護サービス提供体制再生事業）（復興）

老健局高齢者支援課（内線3925）

令和６年度概算要求額 1.3億円（1.３億円）※（）内は前年度当初予算額

• 平成23年３月に東電福島第一原発事故により避難指示が出
された区域等では、今後多くの高齢者がこれらの区域で生活を
再開することとなる。

• 避難指示解除区域等へ帰還した後の生活に必要不可欠な介護
サービスの確保を図り、住民の帰還を促進するため、生活環境
整備のための施策の一つとして、介護施設等に対する運営支援
のための措置を講じ、既に再開した介護施設等の運営の維持及
び震災前に行われていた介護事業の運営の回復を目指す。

１ 事業の目的

• 避難指示解除区域の生活環境の一つである介護提供体制の構築
• 住民帰還の促進、帰還住民の生活不安の解消
• 避難指示が解除された地域における復興の促進

２ 事業概要・スキーム

事業スキーム

施設
事業所国 福島県

補助金の交付

（定額）
一定の助成

３ 事業イメージ
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⚫ 被災地の仮設住宅における高齢者等の安心した日常生活を支えるため、総合

相談支援、居宅介護サー ビス、生活支援サービス、地域交流等の総合的な機能

を有する拠点として、「サポート拠点」の運営を推進する。

（取組例）

社会福祉士や介護福祉士などによる専門相談や地域交流サロンをはじめとして

、子どもの一時預かり・学童保育、訪問・安否確認、外出支援、災害公営住宅等

への円滑な移住に向けた支援（専門相談）など

※ 事業実施にあたっては、被災者の見守り・コミュニティ形成の支援等につ

いて、各被災自治体においてニーズに応じた的確な支援を行うことが可能と

なるよう、交付金の他のメニュー事業と横断的な事業計画を策定し、被災者

支援総合交付金による一体的な支援を行うものとする。

２ 事業の概要・スキーム

⚫ 東日本大震災の被災者の生活支援や被災地の復興支援のため、仮設住宅に併設される「サポート拠点」（総合相談、生活

支援等）の運営費用等について財政支援を行う。（被災自治体の地域の実情に応じて、より効果的・効率的な被災者支援活

動が実施可能となるよう、平成２８年度より「被災者支援総合交付金」のメニュー事業として実施）

１ 事業の目的

被災者支援総合交付金（仮設住宅サポート拠点運営事業）（復興庁計上）
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3878）

令和６年度概算要求額 98億円の内数（102億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】大熊町及び双葉町

【補 助 率】 定額（国10/10）

【設置箇所数】

３箇所（令和５年４月現在）

※ 岩手県、宮城県は令和元年度で終了

※ 福島県については、福島第一原子力発電

所事故により避難先の自治体にサポート拠

点を設置しているため、引き続き事業を継

続

３ 実施主体等
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